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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高は、消費税等を含んでおりません。 

２ 第49期及び第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

３ 第49期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。また、第50期の自己資本利益率については、期中平均純資産がマイナスであるため記載しておりませ

ん。 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高 (百万円) 70,409 54,185 59,091 56,369 66,511 

経常利益 (百万円) 2,967 1,230 2,135 2,653 2,820 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(百万円) △56,523 33,856 3,069 2,606 2,698 

純資産額 (百万円) △41,425 1,303 7,372 9,718 11,947 

総資産額 (百万円) 138,543 53,267 57,569 77,038 79,858 

１株当たり純資産額 (円) △682.11 △52.93 8.49 49.64 61.03 

１株当たり当期純益  

又は１株当たり 

当期純損失（△） 

(円) △930.68 490.77 27.46 17.06 13.78 

潜在株式調整後       

１株当たり当期純利益 
(円) － 284.51 16.05 12.33 － 

自己資本比率 (％) △29.9 2.4 12.8 12.6 15.0 

自己資本利益率 (％) － － 70.8 30.5 24.9 

株価収益率 (倍) － 0.2 6.1 6.4 5.8 

営業活動による    

キャッシュ・フロー 
(百万円) 4,585 7,753 598 △5,332 2,857 

投資活動による    

キャッシュ・フロー 
(百万円) △415 24,655 △89 △2,532 1,412 

財務活動による   

キャッシュ・フロー 
(百万円) △4,820 △31,473 2,699 10,226 1,047 

現金及び現金同等物  

の期末残高 
(百万円) 2,341 3,276 6,485 8,847 14,163 

従業員数 

（ほか、平均臨時    

雇用者数） 

(人) 
316 

(112) 

296 

(127) 

306 

(130) 

327 

(255) 

337 

(307) 



(2）提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 （注）１ 売上高は、消費税等を含んでおりません。 

２ 第49期及び第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

３ 第49期の自己資本利益率及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりませ

ん。また、第50期の自己資本利益率については期中平均純資産がマイナスであるため記載しておりません。

４ 第51期の普通株式の１株当り配当額２円50銭には、創業50周年記念配当50銭を含んでおります。 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高 (百万円) 66,846 50,489 54,172 51,385 60,961 

経常利益 (百万円) 3,265 1,200 2,103 2,614 2,792 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(百万円) △56,787 33,854 3,059 2,579 2,698 

資本金 (百万円) 14,687 4,463 3,950 4,063 4,063 

発行済株式総数 

（内、普通株式数） 

（内、優先株式数） 

(千株) 60,758 

(60,758) 

(－) 

124,908 

(93,620) 

(31,288) 

154,557 

(123,269) 

(31,288) 

195,834 

(195,834) 

(－) 

195,834 

(195,834) 

(－) 

純資産額 (百万円) △41,284 1,446 7,505 9,824 12,053 

総資産額 (百万円) 123,772 52,467 56,326 75,483 78,178 

１株当たり純資産額 (円) △679.80 △51.40 9.56 50.18 61.57 

１株当たり配当額 

（内１株当たり 

中間配当額） 

(円) － 

(－) 

－ 

(－) 

普通株式 

2.50 

(－) 

優先株式 

2.21 

(－) 

2.00 

(－) 

2.00 

(－) 

１株当たり当期純利益 

又は１株当たり 

当期純損失（△） 

(円) △935.02 490.74 27.36 16.88 13.79 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 284.49 15.99 12.21 － 

自己資本比率 (％) △33.4 2.8 13.3 13.0 15.4 

自己資本利益率 (％) － － 68.4 29.8 24.7 

株価収益率 (倍) － 0.2 6.1 6.5 5.8 

配当性向 (％) － － 9.1 11.8 14.5 

従業員数 

（ほか、平均臨時 

雇用者数） 

(人) 
212 

(26) 

182 

(31) 

164 

(17) 

174 

(17) 

175 

(14) 



２【沿革】 

 当社（昭和21年11月４日設立）は、昭和45年10月１日を合併期日として、大阪市住吉区所在のニチモプレハブ株式

会社（旧南海ブロック株式会社、昭和30年９月21日設立）の株式額面金額を変更するため同社を吸収合併しました。

 合併前の当社は休業状態であり、経営の実態は、法律上消滅した大阪市住吉区所在のニチモプレハブ株式会社であ

るため、特に記載のない限り、実質上の存続会社に関して記載しております。 

昭和30年９月 大阪市住吉区住吉町164番地（現大阪市住吉区住吉二丁目６番10号）に南海ブロック株式会社（資

本金50万円）を設立 

昭和31年６月 商号を大阪モデル住宅株式会社に変更し、分譲住宅の施工販売を開始 

昭和35年７月 商号を日本モデル住宅株式会社に変更 

昭和38年11月 商号をニチモプレハブ株式会社に変更し、中高層集合住宅のプレハブ化を推進 

昭和40年10月 中高層分譲住宅販売開始 

昭和45年10月 大阪市北区のニチモプレハブ株式会社（旧八雲商事株式会社、昭和45年５月商号変更）と合併 

昭和45年12月 大阪市住吉区住吉町164番地（現大阪市住吉区住吉二丁目６番10号）に本店移転 

昭和46年３月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和47年６月 名古屋証券取引所市場第二部に上場 

昭和47年10月 名古屋市中区に名古屋営業所を新設 

昭和48年３月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和52年１月 商号をニチモ株式会社に変更 

昭和52年８月 ニチモメンテナンス株式会社（ニチモビルダー株式会社、現ニチモコミュニティ株式会社）を設立

（現連結子会社） 

昭和53年３月 東京証券取引所・大阪証券取引所・名古屋証券取引所各市場第一部に指定替え 

昭和55年６月 渋谷営業所を東京都新宿区に東京支社として移転 

昭和55年10月 東京支社を東京本社に昇格 

昭和56年３月 梅田営業所を大阪市北区に大阪支店として移転 

平成12年２月 本社機構を東京本社に集約し、本社として東京都豊島区に移転 

平成12年６月 本店を大阪市北区梅田一丁目１番３号に移転 

平成13年１月 名古屋営業所を廃止 

平成13年11月 本店及び大阪支店を大阪市中央区島之内一丁目20番19号に移転 

平成14年６月 ニチモビルダー株式会社は、旧ニチモコミュニティ株式会社を吸収合併し、商号をニチモコミュニ

ティ株式会社に変更 

平成15年５月 名古屋証券取引所市場第一部上場廃止（平成15年３月当社より申請） 

平成16年１月 ニチモコミュニティ株式会社は、ニチモホームサービス株式会社を吸収合併 

平成16年２月 東京証券取引所市場第二部に指定替え 

平成18年２月 本店及び大阪支店を大阪市北区堂島浜一丁目４番４号に移転 

平成18年11月 

平成19年８月 

本社を東京都千代田区に移転 

ニチモアセットマネジメント株式会社を設立（現連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社２社ほかにより構成され、その主要な事業及び当該各事業における当社及び

連結子会社２社の位置付けは次のとおりです。  

(1）不動産分譲事業 

 当社は、関東・関西地区でマンション等の建設分譲事業等を行っており、その販売業務については一部を外部販

売会社に委託しております。 

  

(2）請負工事事業 

 ニチモコミュニティ㈱（連結子会社）はマンションほかのリフォーム工事及び電気工事・給排水設備工事等を行

っております。 

  

(3）その他事業 

  ニチモコミュニティ㈱は、マンション管理事業、不動産賃貸・賃貸管理事業及び損害保険代理店業等を行ってお

ります。 

 ニチモアセットマネジメント㈱（連結子会社）は、不動産投資顧問業等を行っております。（同社は、平成19年

８月13日に設立いたしました。） 

 以上の事業内容を系統図によって表すと、次のとおりです。 



４【関係会社の状況】 

連結子会社 

 （注）１ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載し、その他事業については、さらに具

体的な事業の名称を記載しております。 

２ 上記連結子会社は特定子会社に該当しておりません。 

３ 上記連結子会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

４ 上記連結子会社の売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）は連結売上高の10％を超えておりません。

５ ニチモアセットマネジメント株式会社は平成19年8月13日に設立いたしました。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であります。 

２ 従業員数の（ ）内の数値は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員を外書で示しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

２ 従業員数の（ ）内の数値は、臨時従業員の当事業年度における平均雇用人員を外書で示しております。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されていないが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業の内容 

議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

ニチモコミュニティ㈱ 東京都千代田区 100 

請負工事事業 

その他事業  

 マンション管理 

 賃貸管理 

100.0 

当社分譲マンショ

ン等の建物管理、

リフォーム工事及

び賃貸管理等を行

っております。 

役員の兼任 ２名 

ニチモアセットマネジメ

ント㈱ 
東京都千代田区 200 

  

 その他事業 

  不動産投資顧問 

  

100.0 

当社の顧客等の不

動産投資顧問等を

行っております。 

役員の兼任 １名 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産分譲事業 141 （11） 

請負工事事業 52 （4） 

その他事業 98 （289） 

全社（共通） 46 （3） 

合計 337 （307） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

175 （14） 40歳5ヶ月 11年4ヶ月 6,473,370 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、設備投資が増加し、雇用も改善傾向が続きましたが、原油高や米国の

サブプライムローン問題による金融市場の混乱等があり、今後の景気に不透明感が出てまいりました。 

 当不動産業界におきましては、東京、大阪、名古屋の３大都市圏で地価が２年連続で上昇し、一部の地方中核都

市でも地価反転の動きが目立ち、地方圏でも下落率が縮小いたしました。 

 分譲マンション市場では、依然として高水準の供給が続き、また、事業用地の仕入価格高騰などから販売価格の

上昇も顕在化しており、引き続き厳しい状況が続いてまいりました。 

  このような事業環境のもと、当社グループは「お客様第一主義」をテーマに掲げ、「ゆとり」と「やさしさ」を

キーワードに、誰もが住みやすく生活の豊かさの実現を目指した商品開発に努め、大型ファミリーマンション、都

心部での都市型コンパクトマンション及びシングル層向けマンションなどの販売・営業活動を積極的に展開してま

いりました。また、当社グループは「中期経営計画（Action for Growth）」（平成18年10月～平成21年９月）に

基づき、持続的な収益拡大と更なる財務基盤の強化に向けて全社をあげて取り組んでおります。 

  分譲マンション事業においては、「ルイシャトレ」「ヴォアール」のブランド確立に向け、これまで以上にお客

様の声を商品に活かすための施策を実施してまいりました。また、シングル層向けマンション事業においては、都

市生活者のライフスタイルにマッチした居住スペース＆ワークスペースの提案を社外から広く求めるため、建築デ

ザインコンペを実施するなど、顧客ニーズを最大限に取り入れたSOHOの企画も進めております。 

  請負工事事業においては、建物管理事業・賃貸管理事業との連携を一層強化し、マンション管理組合・オーナー

等のお客様に対する提案型営業などを積極的に推進して事業の拡大を図ってまいりました。 

  賃貸管理事業においては、一般オーナーへの営業を強化するとともに、ファンドへの営業を特に強化しプロパテ

ィマネジメント業務を受託してまいりました。 

  また、当社グループは主力商品の一つである「ジョイシティ（シングル層向けマンション）」のノウハウを活か

し、ファンド等からアセットマネジメント業務を受託し、フィー・ビジネスによる収益機会の拡充を図るととも

に、私募ファンドの設立等不動産投資市場への参入も視野に入れ、平成19年８月に不動産投資顧問業務や不動産の

投資に関する調査・コンサルタント業務を主業務とする「ニチモアセットマネジメント株式会社」を設立し、営業

を開始いたしました。 

  以上により、当連結会計年度の売上高が66,511百万円（前連結会計年度比18.0％増）となり、営業利益は4,408

百万円（前連結会計年度比9.8％増）、経常利益は2,820百万円（前連結会計年度比6.3％増）、当期純利益は2,698

百万円（前連結会計年度比3.5％増）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。  

① 不動産分譲事業 

 不動産分譲事業は、大型ファミリーマンションの「溝の口ガーデンアクアス」（川崎市高津区）、「ステラガ

ーデン幕張」（千葉市美浜区）、「森都OSAKA」（大阪市鶴見区）、「マークスゲート京都サウス」（京都市南

区）、中・小型ファミリーマンションの「ルイシャトレ船橋習志野台」（千葉県船橋市）、「ルイシャトレ神戸

ポートアイランド」（神戸市中央区）、「ルイシャトレ鳳ウェルグラン」（堺市西区）などを供給し、また都心

部ではシングル層向けマンション「ジョイシティ東京２」（東京都中央区）、「ジョイシティ岩本町」（東京都

千代田区）などを販売し、当連結会計年度の売上高は60,949百万円（前連結会計年度比18.8％増）、営業利益は

5,857百万円（前連結会計年度比11.7％増）となりました。 

② 請負工事事業 

 請負工事事業は、建物管理事業・賃貸管理事業との連携を強化した提案型営業などを積極的に推進して事業の

拡大を図り、当連結会計年度の売上高は2,910百万円（前連結会計年度比8.7％増）となりましたが、受注競争の

激化などにより、営業利益197百万円（前連結会計年度比10.6％減）となりました。 

③ その他事業 

 その他事業は、建物管理事業における管理戸数の増加や賃貸管理事業の積極的営業、不動産投資顧問事業の収

益などにより、当連結会計年度の売上高は2,789百万円（前連結会計年度比9.9％増）、営業利益290百万円（前連

結会計年度比17.6％増）となりました。 

 （注） 上記事業の種類別セグメントの金額は、セグメント間の内部売上高又は振替高を含み、消費税等を含んで

おりません。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、積極的な事業用地取得に伴うたな卸資産の増加による

支出があったものの、共同事業に伴う立替金の回収などにより、2,857百万円の増加（前年同期は5,332百万円の減

少）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得による支出があったものの、貸付金の回収などによ

り、1,412百万円の増加（前年同期は2,532百万円の減少）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、調達が積極的な事業用地の取得に伴う借入れにより、68,681百万円と増

加、支出が借入金の返済67,245百万円、配当金の支払387百万円などにより67,633百万円となったことから、1,047

百万円の増加（前年同期は10,226百万円の増加）となりました。 

 以上により、当連結会計年度のキャッシュ・フローは、5,316百万円増加（前年同期は2,361百万円の増加）し、

現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は14,163百万円となりました。  

２【生産、受注及び販売の状況】 

  

 事業の種類別セグメントごとの売上高実績は次のとおりであります。 

  

 （注） 上記金額はセグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっており、消費税等を

含んでおりません。 

  

 不動産分譲事業セグメントの売上高実績は次のとおりであります。 

  

 （注） 上記金額はセグメント間の内部売上高又は振替高を除いた外部顧客に対する売上高によっており、消費税等を

含んでおりません。 

 区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

比率 

(％) 

 不動産分譲事業 51,298 91.0 60,949 91.6 9,650 18.8 

 請負工事事業 2,539 4.5 2,781 4.2 241 9.5 

 その他事業 2,531 4.5 2,780 4.2 249 9.8 

 合計 56,369 100.0 66,511 100.0 10,141 18.0 

 区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減 

 数量 
金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 
数量 

金額 

(百万円) 

構成比 

(％) 

金額 

(百万円) 

比率 

(％) 

中高層住宅 1,812戸 48,172 93.9 2,078戸   58,880 96.6 10,708 22.2 

(関東地区)  (1,373戸)  (36,524) (71.2) (1,523戸) (44,153)  (72.4)  (7,629)  (20.9) 

 (関西地区)  (439戸)  (11,647)  (22.7)  (555戸)  (14,727) (24.2)  (3,079)  (26.4) 

土地   2,373㎡ 2,410  4.7 958㎡   2,007  3.3  △403 △16.7  

その他 16件 715 1.4 11件 61 0.1 △653 △91.3 

 合計 ― 51,298 100.0 ― 60,949 100.0 9,650 18.8 



３【対処すべき課題】 

(1) 経営の基本方針 

 当社グループは、「お客様第一主義」をテーマに掲げ、快適な住環境を実現したマンションの供給、住まわれ

る方の立場でマンションの維持管理を行うこと等により、社会に貢献することを経営の基本方針として事業に取

り組んでおります。 

  

(2) 中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

 当社グループは、「中期経営計画（Action for Growth）」（平成18年10月～平成21年9月）を策定し、当計画

期間を「企業再生ステージ」から「飛躍ステージ」へのステップと位置づけ、以下の業務方針に基づき持続的収

益拡大と更なる財務基盤の強化に向けて業務に取り組んでおります。 

  

 ① 自社ブランド『ルイシャトレ』『ヴォアール』の確立 

  「ゆとり」と「やさしさ」をキーワードに常にお客様の視点に立った「真の快適さに満たされた住まい」の

実現を目指してまいります。また、ユニバーサルデザインをベースとした当社独自の商品開発理念である「イ

デアデザイン」を進化させ、『ルイシャトレ』『ヴォアール』の商品企画力を高めることにより、他社との差

別化を図り、自社ブランドの確立を目指してまいります。 

  

② シングル層向けマンション事業の積極的展開 

  東京都心部、地方中核都市のシングル層向けマンション需要は依然として高く、業界トップクラスのシング

ル層向けマンション供給実績を活かし、今後も市場動向を見極めながら積極的な事業展開を図ってまいりま

す。特に、最近の景気回復に伴う寮、社宅需要の増加やマンスリーマンション、SOHOなど様々な分野を視野に

入れた、タイプの異なるシングル層向けマンションの供給にも注力してまいります。 

  

③ 不動産関連事業の拡充 

  請負工事事業、建物管理事業、賃貸管理事業、仲介事業等、不動産関連事業でのグループの総合力を活か

し、ライフスタイルやライフステージの変化におけるお客様のニーズを的確に把握し、リフォーム、住み替え

などの提案型営業を積極的かつ迅速に行い、フィービジネス等の収益拡大を図ってまいります。 

  

④ 新規事業の積極的な開拓 

 将来に向けた商品開発・事業戦略を中長期的視野で企画・立案するため、事業戦略室を新設いたしました。

同室を中心に今後地域活性化の核となる再開発事業、区画整理事業等のプロジェクトへの取り組みも積極的に

推進してまいります。 

 また、本中期経営計画期間中にマンションの建替え、リノベーション、コンバージョン、不動産流動化等の

事業も視野に入れて、将来の収益の柱となる新規事業の開拓に取り組んでまいります。 

(3) 当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について 

  当社は、平成19年11月14日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）を決議いたしました。 

 また、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組みとして、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とする

ことを目的とする当社株券等（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取

引、公開買付け等の具体的方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」といい、かか

る買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に関する対応策（以下「本プラン」といいます。）を、

以下の通り決定いたしました。 

 本プランを決議いたしました取締役会には、監査役全員が出席し、いずれも本プランの具体的運用が適正に行

われることを条件として、本プランに賛成する旨の意見を述べております。 

 本プランは、平成19年12月20日開催の定時株主総会で承認され、発効いたしました。 

  

注１) 特定株主グループとは、 

① 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法第27

条の23第3項に基づき保有者に含まれるものを含みます。以下同じとします。）およびその共同保有者

（同法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者を

含みます。以下同じとします。）または、 



② 当社の株券等（同法第27条の2第1項に規定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の2第1項

に規定する買付け等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みます。）を行う者および

その特別関係者（同法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます。） 

を意味します。  

注２) 議決権割合とは、  

① 特定株主グループが、注1の①記載の場合は、当該保有者の株券等保有割合（同法第27条の23第4項に規

定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数

（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）も加算するものとします。）また

は、 

② 特定株主グループが、注1の②記載の場合は、当該買付者および当該特別関係者の株券等保有割合（同

法第27条の2第8項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。 

各株券等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の2第8項に規定するものをいいます。）

および発行済株式の総数（同法第27条の23第4項に規定するものをいいます。）は、有価証券報告書、

半期報告書および自己株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができるものと

します。 

注３) 株券等とは、金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等または同法第27条の2第1項に規定する

株券等のいずれかに該当するものを意味します。  

  

① 会社の支配に関する基本方針  

 当社では、グループ一体となって企業価値の確保・向上に努めておりますが、当社のブランド価値、企業価

値の源泉に対する理解に欠ける者が当社を買収して財務および事業の方針の決定を支配し、短期的な経済的効

率性のみを重視して、中長期的視点からの継続的・計画的な経営方針に反する行為を行うことは、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益が毀損されることにつながると考えております。 

 従いまして、当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者としては、当社の経営の基本理念お

よび企業価値の源泉ならびに当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。 

 当社は、上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が原則であり、当社の支配権

の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づき行われるべきものと考え

ており、当社の株式に対する大規模買付行為があった場合においても、これが当社の企業価値の向上ひいては

株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。 

 しかしながら、当社の株式の大規模買付行為の中には、かかる行為の目的等が当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に当社株式の売却を事実上強要するおそれ

があるもの、当社や株主に対して当該行為に係る提案内容や代替案等を検討するための十分な時間や情報を与

えないものなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する重大なおそれをもたらすものも想定され

ます。 

 当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある大規模買付者

は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者としては不適切であると考えます。 

 そのため、当社取締役会は、万一、大規模買付者が現れた場合は、当該大規模買付者に買付の条件ならびに

買収後の経営方針および事業計画等に関する十分な情報を提供させて、当社の取締役会がその内容を検討のう

え、意見表明あるいは代替案の提案をし、当社の株主が取締役会の意見または代替案を含めて、大規模買付者

の提案内容を検討するための十分な時間を確保することが、最終判断者である株主の皆様から経営の負託を受

けた当社取締役会の責務であると考えております。 

  

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み  

 当社では、多数の投資家の皆様に長期的に継続して投資していただくため、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させるために以下のような取組みを実施しております。これらの取組みは、今

般決定いたしました上記①の会社の支配に関する基本方針の実現に資するものと考えております。 

イ． 当社グループの企業価値の源泉について 

 当社は、1955年の創業以来、「日本のモデルになる住宅をつくろう」という理念を掲げ、マンション分譲

事業のパイオニアとして、良質で廉価なマンションを提供し続けてまいりました。 

 この間、高度経済成長やオイルショック、バブル経済の到来など時代が激しく変遷してきましたが、当社

グループは、常に「お客様第一主義」を貫き、安全で快適な住環境を実現したマンションを提供するととも

に、住まわれる方の立場でマンションの維持管理を行うことにより、社会に貢献することを経営の基本方針

として事業に取り組んでおります。 



 さらに、当社グループは、「ゆとり」と「やさしさ」をキーワードに、ユニバーサルデザインをベースと

した商品開発理念の「イデアデザイン」を掲げ、誰もが住みやすく生活の豊かさを実感できる、安全かつ楽

しい、そして環境にもやさしい住まいづくりに取り組んでおります。 

 そうした事業展開の中で培われてきた以下の(a)から(d)が、当社グループにとって企業価値の源泉となっ

ております。 

(a) グループによる製・販・管・アフターまでの一貫体制 

 当社は、コア事業であるマンション分譲事業において、お客様の快適な暮らしをサポートするため、

開発、企画、販売、品質管理から引渡し後の建物管理、アフターサービス、リフォーム、賃貸、仲介ま

で、自社グループによる一貫体制を確立しており、お客様の多様化するニーズに合わせた顧客満足度の

高いサービスを提供しております。 

(b) 50年の実績に裏付けられた情報ルートチャンネルの豊富さ 

 当社は、これまで1,259棟60,919戸（平成19年9月末現在）を供給し、その実績を基に多数の情報ルー

トチャンネルを構築しており、そこから得られる情報の中からお客様のニーズに合ったものを厳選する

ことによって、より良い住まいづくりの実現に役立てております。 

 特にシングル層向けマンションにつきましては、20年以上に渡り568棟19,769戸（平成19年9月末現

在）を首都圏、近畿圏、中京圏で供給しており、業界有数の実績を誇っております。 

(c) 確かな技術力と徹底した顧客志向に基づいた商品企画力 

 当社は、ユニバーサルデザインに基づいた商品開発理念であるイデアデザインを採用し、ユニバーサ

ルデザインの6つの要件を全面的に取り入れるとともに住まいの柔軟性を高める「可変性・更新性」の向

上、環境へ配慮した「エコロジー」な住まい、情報化社会に対応した「IT住宅」など、今、時代が求め

ているテーマを未来水準として見据え真の快適に満たされた住まいの実現をお客様とともに目指してお

ります。 

 また、ご入居者様からのアンケート調査による声をフィードバックしたお客様本位の商品の開発・供

給にも努めております。 

(d) 品質にこだわるＤＮＡ 

 当社は、住宅産業は、快適な住まいを提供し、良好な住環境を創造するという社会的使命を担ってお

り、その基本となるのが「安心」と「安全」だと考えております。この「安心」と「安全」をお客様に

お届けするために、当社グループでは、一級および二級建築士を相当数確保し、開発・商品企画・品質

管理等の関連部署に配置しております。また、建設現場において資格を有する専門スタッフが、建物の

構造・精度・機能・安全性などの品質管理を当社独自の約800項目にわたる「品質管理要項」等に基づ

き、施工状況を厳しくチェックしております。さらに、お客さまにより大きな「安心」を提供するため

に、施工状況等を、当社ホームページ上において公開しております。 

  

ロ． 中期経営計画と今後の事業展開 

 当社グループは、平成15年11月に財務体質の改善とマンション分譲事業を中心としたコア事業への経営資

源の集中を骨子とした「中期経営計画」（平成16年～平成18年度）を策定し、自社保有賃貸事業からの撤

退、マンション分譲事業への経営資源の集中と再構築、グループ会社の統合・改革、経費削減等の諸施策を

実行した結果、計画期間中の3期間にわたり、概ね計画どおりの収益を達成することができました。 

 当社グループでは、「中期経営計画」における期間を「企業再生ステージ」と位置づけ、次の局面である

「飛躍ステージ」へのステップとして、平成18年11月に「新中期経営計画＜Action for Growth＞」（平成

19年～平成21年度）を策定いたしました。「新中期経営計画」は、「自社ブランドの確立」、「シングル層

向けマンション事業の多角的展開」、「不動産関連事業の強化」、「新規事業への積極的取組」を基本戦略

として、持続的な利益成長とさらなる財務基盤の強化に注力していく期間として位置づけております。そし

て、「新中期経営計画」における目標を達成していくことが、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に繋がるものと考えております。 

 この「新中期経営計画」における４つの基本戦略の概要は次のとおりです。 

(a) 自社ブランド『ルイシャトレ』『ヴォアール』の確立 

 「ゆとり」と「やさしさ」をキーワードに常にお客様の視点に立った「真の快適さに満たされた住

まい」の実現を目指してまいります。ならびに、ユニバーサルデザインをベースとした当社独自の商

品開発理念である「イデアデザイン」の基準をお客様のニーズの変化に合わせて進化させ、『ルイシ

ャトレ』『ヴォアール』の商品企画力を高めることにより、他社との差別化を図り、自社ブランドの

確立を目指してまいります。 

(b) シングル層向けマンション事業の多角的展開 

 東京都心部、地方中核都市のシングル層向けマンション需要は依然として高く、業界トップクラス



のシングル層向けマンション供給実績を活かし、今後も市場動向を見極めながら積極的な事業展開を

図ってまいります。特に、最近の景気回復に伴う寮、社宅需要の増加やマンスリーマンション、SOHO

など様々な分野を視野に入れた、タイプの異なるシングル層向けマンションの供給にも注力してまい

ります。 

(c) 不動産関連事業の強化 

 請負工事事業、建物管理事業、賃貸管理事業、仲介事業等、不動産関連事業でのグループの総合力

を活かし、ライフスタイルやライフステージの変化におけるお客様のニーズを的確に把握し、リフォ

ーム、住み替えなどの提案型営業を積極的かつ迅速に行い、フィービジネス等の収益拡大を図ってま

いります。 

(d) 新規事業への積極的取組 

 将来に向けた商品開発・事業戦略を中長期的視野で企画・立案するため、事業戦略室を設置し、同

室を中心に今後地域活性化の核となる再開発事業、区画整理事業等のプロジェクトへの取り組みも積

極的に推進してまいります。 

 また、マンションの建替え、リノベーション、コンバージョン、不動産流動化等の事業も視野に入

れて、将来の収益の柱となる新規事業の開拓に取り組んでまいります。 

  

ハ． コーポレートガバナンス（企業統治）の整備 

 当社は、健全で透明性の高い企業経営をめざし、継続的に企業価値を増大させていくことが、経営上最も

重要な課題と考えており、これらの実現のために、コーポレート・ガバナンスを充実させるための施策を実

施しております。 

 具体的には、取締役会を当社の経営方針の策定等の重要事項に関する意思決定と取締役の業務執行の監督

を行う機関として位置づけ、その意思決定に対し客観性および合理性を担保するため、当社の業務執行を行

う経営陣から独立した社外取締役1名を選任するとともに、経営の活性化を図るため、取締役の任期を1年と

し、さらに、意思決定と業務執行の機能を分離し、経営の効率化を図るために執行役員制度を導入しており

ます。 

 また、経営チェック機能として、監査役会は、取締役会の意思決定、取締役の業務執行を監査し、会計監

査に関しては、監査法人が適法・公正に行い、代表取締役社長直轄の内部監査部は、当社グループにおける

業務の適正性、妥当性等の監査および監査法人の指摘事項のフォロー等を行っております。そして、監査

役、会計監査人、内部監査部は、監査上の重要課題について意見・情報交換を行うなど、監査の実効性の向

上を図っております。 

 コンプライアンスにつきましては、当社は複数の弁護士、税理士法人等と顧問契約を締結し、業務遂行又

は経営判断上に必要な指導・助言等を適宜受けることにより、適法・公正な業務運営の確保に努めておりま

す。また、平成18年5月には内部統制システムの基本方針について取締役会で決議し、その基本方針に基づ

いて「コンプライアンス委員会」を設置するなど、グループ全体でコンプライアンスを推進するための体制

を整備しております。さらに、違法行為や潜在的なリスクに対する組織としての自浄作用を向上させるため

に、社内通報制度「コンプライアンス・ホットライン」を導入し、役職員相互の牽制機能、コンプライアン

ス意識の向上に努めております。 

  

③ 本プランの内容 

イ． 本プラン導入の目的 

 当社は、上記のとおり、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるための取組

みに邁進しておりますが、近年わが国においても、会社の経営陣との間で、十分な協議または合意のプロセ

スを経ることなく、一方的に大規模買付行為を強行するといった動きが顕在化しております。 

 もとより、大規模買付行為に応じて当社株券等を売却するか否かは、最終的には株主の皆様のご判断に委

ねられるべきものであります。しかしながら、大規模買付者による大規模買付行為の是非を株主の皆様に短

期間の内に適切に判断していただくためには、大規模買付者と取締役会の双方から必要かつ十分な情報が提

供されることが不可欠であり、当社株式を継続保有することを考える株主の皆様にとっても、大規模買付者

の提案（経営方針、事業計画等）は、その継続保有の是非を検討する上で重要な判断材料となります。 

 また、当社取締役会が当該大規模買付行為についてどのような意見を有しているのか、大規模買付者の提

案と比べて当社の企業価値ひいては株主共同の利益を高める代替案があるのか否かという点も、株主の皆様

にとっては重要な判断材料となります。 

 このようなことを踏まえ、当社取締役会では、大規模買付行為に際しては、まず、大規模買付者が事前に

株主の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報を提供すべきであるという結論に至りまし

た。 



 当社取締役会も、かかる情報が提供された後、大規模買付行為に対する当社取締役会としての意見の検討

を速やかに開始し、外部専門家の助言を受けながら慎重に検討した上で、意見を公表いたします。また、当

社取締役会が必要と認めれば、大規模買付者の提案の改善についての交渉や当社取締役会としての株主の皆

様に対する代替案の提示を行うこともあります。 

 かかるプロセスを経ることにより、株主の皆様は、当社取締役会の意見を参考にしつつ、大規模買付者の

提案に対する諾否、或いは当社取締役会から提示された代替案がある場合には、大規模買付者との提案と当

該代替案との優劣を検討することが可能となり、大規模買付者の提案に対する最終的な諾否を適切に決定す

るために必要かつ十分な情報の確保と検討の機会が得られることとなります。 

 以上のことから、当社取締役会は、大規模買付行為が一定の合理的なルールに従って行われることが、不

適切な買収を防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資すると考え、当社株式の大

規模買付行為に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定し、大規模買付者に対して

大規模買付ルールの遵守を求めます。この大規模買付ルールとは、(a)事前に大規模買付者が当社取締役会

に対して必要かつ十分な情報を提供し、(b)当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付

行為を開始する、というものです。大規模買付者がこの大規模買付ルールを遵守しない場合、或いは遵守し

た場合でも、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう場合などには、上記

Ⅰの会社の支配に関する基本方針に照らして、大規模買付者によって当社の財務および事業の決定が支配さ

れることを防止するための取組みとして、対抗措置を講ずることを含めて、本プランを導入することといた

しました。 

 なお、本プランを適正に運用し、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、その判断の客

観性および合理性を担保するために、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成される独立

委員会を設置することといたします。 

  

ロ． 本プランの詳細 

(a) 大規模買付ルールにおける手続 

1) 大規模買付者に対する情報提供の要求 

 大規模買付者には、当社取締役会が別途承認した場合を除き、大規模買付行為の実行に先立ち、当社

取締役会宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先、大規模買付行為

の概要および大規模買付ルールで定められる手続を遵守する旨の誓約文言を記載した書面（以下「意向

表明書」といいます。）を当社の定める書式に従って提出していただきます。なお、書面はすべて日本

語により作成していただきます。 

 当社取締役会は、上記の意向表明書を受領した日から10営業日以内に、当該大規模買付者の大規模買

付行為の内容の検討に必要な情報（以下「本必要情報」といいます。）のリストを大規模買付者に交付

し、大規模買付者には当社が定める合理的な回答期限までに本必要情報を当社取締役会宛に当社書式に

より提出していただきます。 

 当社取締役会が定める本必要情報は以下のとおりです。 

ⅰ 大規模買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および組合員その他の構成員（ファ

ンドの場合）を含みます。）の詳細（具体的名称、資本構成、事業内容および財務内容等を含み

ます。） 

ⅱ 大規模買付行為の目的、方法および内容（大規模買付行為における対価の価額・種類、大規模買

付行為の時期、関連する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実現

可能性等を含みます。） 

ⅲ 大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無および意思連絡がある場合には

その内容 

ⅳ 大規模買付行為に係る買付等の対価の算定根拠（算定の前提となる事実・仮定、算定方法、算定

に用いた数値情報および大規模買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジ

ーの内容とその算定根拠、そのうち少数株主に対して分配されるシナジーの内容を含みます。）

ⅴ 大規模買付行為に係る買付等のための資金の裏付け（大規模買付行為の資金の提供者（実質提供

者を含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含みます。） 

ⅵ 大規模買付行為の完了後の当社および当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当

政策 

ⅶ 大規模買付行為の完了後における当社の従業員、取引先、顧客その他の当社に係る利害関係者の

処遇方針 

ⅷ 当社のその他の株主との利益相反を回避するための具体的方策 

ⅸ その他当社取締役会または独立委員会が合理的に必要と判断する情報   



 なお、当社取締役会は、提出された情報が本必要情報として不十分であると判断した場合には、大規

模買付者に対し、適宜合理的な回答期限を定めた上、必要情報を追加的に提出するよう要求いたしま

す。 

 また、大規模買付行為の提案があった事実および当社取締役会に提供された本必要情報は、当社株主

の皆様の判断のために必要と認めた場合には、当社取締役会が適切と判断した時点で、その全部または

一部を適用ある法令等および証券取引所規則に従って、株主の皆様に対して情報開示を行います。 

  

2) 当社取締役会による評価・検討、大規模買付者との交渉、代替案の提示 

 当社取締役会は、大規模買付者が当社取締役会に対し、本必要情報の提供を完了した後、必要に応じ

て外部専門家（フィナンシャルアドバイザー、弁護士、公認会計士等）の助言を受けながら、本必要情

報を評価・検討の上、当該大規模買付行為に対する意見形成、大規模買付者との買収条件に関する交

渉、代替案の策定等を行います。 

 また、その判断の透明性を高めるため、大規模買付行為の内容に対する当社取締役会の意見、当社取

締役会から提示された代替案の概要その他当社取締役会が適切と判断した事項について、当社取締役会

が適切と判断する時点で、適用ある法令等および証券取引所規則に従って、株主の皆様に対して情報開

示を行います。 

 なお、当社取締役会がこれらの評価・検討等を適切に行うためには、一定の期間が必要であるため、

大規模買付行為の評価等の難易度に応じて、下記ⅰまたはⅱによる評価期間（以下、「取締役会評価期

間」といいます。）を設定します。  

ⅰ 対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全株式の買付の場合には、本必要情報の

提供を完了した日から60日間（初日不参入）  

ⅱ その他の方法による大規模買付行為の場合には、本必要情報の提供を完了した日から90日間（初

日不参入）  

 したがって、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。 

 なお、当社取締役会が評価期間満了時までに、大規模買付行為に対する対抗措置の発動又は不発動に

関する決議を行うに至らない場合には、当社取締役会は、大規模買付者の大規模買付行為の内容の検

討、大規模買付者との交渉、代替案の検討等に必要とされる合理的な範囲内（但し、30 日間を超えな

いものとします。）で、評価期間を延長する旨の決議を行うものとし、延長する期間及び理由その他当

社取締役会が適切と判断する事項について速やかに開示を行います。 

  

(b) 大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

1) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に

反対であったとしても、当該大規模買付行為の提案についての反対意見の表明や代替案を提示すること

等により、当社の株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行為に対する対抗措置は発

動いたしません。 

 なお、当社取締役会が、本必要情報を十分に評価・検討した結果、当該大規模買付行為が当社の企業

価値ひいては株主共同の利益に資すると判断した場合には、その旨の意見表明を行います。 

大規模買付行為に応じるか否かは、当社の株主の皆様において当該大規模買付行為の提案および当社取

締役会の提示する意見や代替案を比較検討し、判断していただくことになります。 

 ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、当該大規模買付行為が当社の

企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと当社取締役会が判断した場合には、取締役の善管注

意義務に基づき、当社取締役会は当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守るために、新株予約権無

償割当てまたは会社法その他の法律および当社の定款上認められるその他の対抗措置をとることがあり

ます。 

 具体的には、大規模買付行為が以下の類型に該当すると認められる場合には、当社取締役会は、独立

委員会の勧告を最大限に尊重したうえで、対抗措置の発動の適否・内容を決定します。なお、対抗措置

として実際に新株予約権の無償割当をする場合には、議決権割合が一定以上の特定株主グループに属さ

ないことを新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条

件を設けることがあります。 

ⅰ 株式等を買い占め、その株式等について当社に対して高値で買取りを要求する場合 

ⅱ 当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に大規

模買付者の利益を実現する経営を行うような場合  

ⅲ 当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する場合  



ⅳ 当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処

分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値

で売り抜ける場合  

ⅴ いわゆる強圧的二段階買収（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の買付条件

を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買付を行うことをいう。）等、株

主に株式等の売却を事実上強要するおそれがあると判断される場合  

ⅵ 大規模買付者が当社の経営を支配したことにより、当社の株主はもとより、顧客、従業員、取引

先、地域社会その他の利害関係者の利益を含む当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損

なうと判断される場合  

ⅶ 大規模買付者の提案する当社の株式等の買付条件（対価の価額、種類、対価の価額の算定根拠等）

ならびに買付の内容、時期、および方法等が当社の企業価値に鑑み、著しく不十分または不適当で

ある場合  

ⅷ 大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると、合理的な根拠をもって

判断される場合  

ⅸ その他、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損するおそれがあることが、客観的かつ合理

的に推認できる場合であり、かつ当該時点で対抗措置を発動しない場合には、企業価値・株主共同

の利益の毀損を回避できない、あるいは、そのおそれがあると認められる場合  

  

2) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合は、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を守るために、新株予約権無償割当てまたは会社法その他の法律および当社の定款上認め

られるその他の対抗措置をとることがあります。大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの

認定および対抗措置の発動の適否・内容については、外部専門家等の助言等を参考にしたうえで、独立

委員会の勧告を最大限に尊重し、当社取締役会が決定します。なお、対抗措置として実際に新株予約権

の無償割当をする場合には、議決権割合が一定以上の特定株主グループに属さないことを新株予約権の

行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行使期間および行使条件を設けることがありま

す。  

  

3) 独立委員会の設置・勧告等 

 当社は、大規模買付ルールを適正に運用し、対抗措置の発動等に関する取締役会の恣意的判断を排除

し、その判断の客観性および合理性を担保するため、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみ

から構成される独立委員会を設置します。 

 独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立的な判断を担保するため、当社の業務執行を行う当社

経営陣から独立している社外監査役および社外取締役ならびに社外の有識者（弁護士、公認会計士、経

営経験豊富な企業経営者、学識経験者等）を対象として選任するものとします。 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か、大規模買付ルールが遵守された場合であって

も、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損するおそれがあるため対抗

措置を発動すべきか否か、および本プランの修正を行うべきか否かの判断にあたっては、当社取締役会

は必ず独立委員会に諮問することとし、独立委員会はこの諮問に基づき、対抗措置発動の是非等につい

て審議・決議したうえで、当社取締役会に対して勧告を行うものとします。なお、独立委員会は、必要

に応じて当社経営陣から独立した外部専門家（フィナンシャルアドバイザー、弁護士、公認会計士等）

の助言を得ることができるものとし、これに要する費用は、特に不合理と認められる例外的な場合を除

き、全て当社が負担するものとします。  

  

4) 対抗措置発動の停止等について 

 当社取締役会が、対抗措置を講ずることを決定した後、当該大規模買付者が大規模買付行為の撤回又

は変更を行った場合等、対抗措置の発動が適切でないと取締役会が判断した場合には、独立委員会の助

言、意見又は勧告を十分に尊重した上で、対抗措置の発動の停止又は変更等を行うことがあります。例

えば、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合、権利の割当てを受けるべき株主が確定した

後に、大規模買付者が大規模買付行為の撤回又は変更を行う等、対抗措置の発動が適切でないと取締役

会が判断したときには、当該新株予約権の効力発生日までの間は、独立委員会の勧告を受けた上で、新

株予約権無償割当てを中止することとし、また、新株予約権無償割当て後においては、当社が無償で新

株予約権を取得する方法により、対抗措置発動の停止を行うことができるものとします。 

 このような対抗措置発動の停止を行う場合は、独立委員会が必要と認める事項とともに速やかに情報



開示を行います。 

  

(C) 株主・投資家に与える影響等 

1) 大規模買付ルール導入時の影響等 

 大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報

や、大規模買付行為に対する当社取締役会の意見等を提供し、あるいは株主の皆様に代替案の提示を受

ける機会を保証することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規模

買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益の保護につながるものと考えております。従って、大規模買付ルールを設定するこ

とは、株主および投資家の皆様が適切な投資判断を行ううえでの前提となるものであり、株主および投

資家の皆様の利益に資するものであると考えております。 

 なお、上記(b)のとおり、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより、大規模買付行

為に対する当社の対応策が異なるので、株主および投資家の皆様においては、大規模買付者の動向にご

注意ください。 

  

2) 対抗措置発動時に株主および投資家の皆様に与える影響等 

 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、または大規模買付ルールを遵守した場合で

も当社取締役会において大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判

断した場合には、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を保護することを目的とし

て、新株予約権の無償割当て、または会社法その他の法律および当社の定款上認められるその他の対抗

措置をとることがあります。 

 当社取締役会が具体的な対抗措置をとることを決定した場合には、適用ある法令等および証券取引所

規則に従って、株主の皆様に対して情報開示を行います。 

 対抗措置の発動時には、大規模買付者以外の株主の皆様が、法的権利および経済的側面において格別

の損失を被るような事態は想定しておりませんが、対抗措置として新株予約権の無償割当てを行う場合

には、株主様ご自身が、権利行使期間内に所定の新株予約権の行使手続きを行わなければ、他の株主の

皆様による当該新株予約権の行使により、その保有する当社株式の法的権利又は経済的利益が希釈化さ

れることになります。 

 ただし、当社が下記3)ⅱに記載する本新株予約権の取得の手続きを取った場合、大規模買付者以外の

株主の皆様は、新株予約権の行使価額相当の金銭を払い込むことはなく、当社による当該新株予約権の

取得の対価として当社株式を受領するため格別の不利益は発生しません。 

 しかしながら、割当期日において名義書換未了の株主の皆様（証券保管振替機構に対する預託を行っ

ている株券の株主を除きます。）に関しては、他の株主の皆様が当該新株予約権の無償割当を受け、当

該新株予約権の行使によるか、あるいはその取得と引換えに当社株式を受領することに比して、結果的

にその法的権利および経済的側面において不利益が発生する可能性があります。 

 また、独立委員会の勧告を受けて、当社取締役会が当該新株予約権無償割当ての中止、または発行し

た新株予約権の無償取得（当社が新株予約権を無償で取得することにより、株主の皆様は新株予約権を

失います。）を行う場合には、１株当たりの株式の価値の希釈化は生じないので、当該新株予約権の無

償割当てを受けるべき株主が確定した後（権利落ち日以降）に当社株式の価値の希釈化が生じることを

前提にして売買等を行った株主又は投資家の皆様は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があり

ます。 

 大規模買付者については、大規模買付ルールを遵守しない場合や、大規模買付ルールを遵守した場合

であっても大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合

には、対抗措置が講じられることにより、結果的にその法的権利および経済的側面において不利益が発

生する可能性があります。本プランの公表は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反することがない

ように予め注意を喚起するものであります。 

  

3) 対抗措置発動に伴って株主の皆様に必要となる手続き 

ⅰ 名義書換の手続き 

 対抗措置として、新株予約権の無償割当てを行う場合には、当社取締役会が別途定めて公告する割

当期日における最終の株主名簿または実質株主名簿に記載または記録された株主の皆様に対し、その

所有株式数に応じて新株予約権が割当てられるので、名義書換未了の株主の皆様に関しましては、当

該割当期日までに名義書換を完了していただく必要があります。（証券保管振替機構に対する預託を

行っている株券については、名義書換手続きは不要です。） 



 なお、この新株予約権は、株主の皆様に対する新株予約権無償割当ての方法により割当てがなされ

るので、新株予約権の申込みの手続きは不要です。 

ⅱ 新株予約権の行使または取得の手続き 

 当社は、新株予約権を割当てられた株主の皆様に対し、本新株予約権の行使請求書（当社所定の書

式とします。）その他新株予約権の権利行使に必要な書類を送付いたします。新株予約権の割当て

後、株主の皆様は、当社取締役会が別途定める本新株予約権の行使期間内にこれらの必要書類を提出

した上、本新株予約権の行使価額相当の金銭を払込むことにより、本新株予約権1個につき、当社取

締役会が別途定める数の当社株式が発行されることになります。 

 ただし、当社が新株予約権を当社株式と引き換えに取得できる旨の条項に従い、当該新株予約権の

取得の手続きをとる場合には、大規模買付者以外の株主の皆様は、新株予約権の行使価額相当の金銭

を払込むことなく、当社による当該新株予約権の取得の対価として当社株式を受領することになりま

す。なお、この場合当社は、新株予約権の割当てを受ける株主の皆様に対し、別途、ご自身が大規模

買付者でないこと等を誓約する当社所定の書式による誓約書の提出を求めることがあります。 

 上記の手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権無償割当てを行うことになった際に、適用

ある法令等および証券取引所規則に基づき別途お知らせいたします。 

  

(d) 本プランの有効期限等 

 本プランの有効期間は、平成19年12月20日開催の定時株主総会終結の時から3年以内に終了する事業年

度に関する定時株主総会の終結の時までとし、以降、本プランの継続（一部修正した上での継続を含み

ます。）については3年ごとに定時株主総会の承認を経ることとします。 

 本プランは、その有効期間中であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた

場合、または株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議が

行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。また、当社取締役会は、本プランの有効期間

中であっても、独立委員会の勧告を最大限尊重して、本プランを修正又は変更する場合があります。 

 当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変更の事実およびその

内容、その他当社取締役会が適切と認める事項につきまして、適用ある法令等および証券取引所規則に

従って、株主の皆様に対して情報開示をいたします。 

  

④ 本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではないことについて 

イ． 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること 

 本プランは、経済産業省および法務省が平成17年5月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保

又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める３原則（(a)企業価値・株主共同の利益の確保・向

上、(b)事前開示・株主意思、(c)必要性・相当性）に適合しております。 

  

ロ． 当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を目的としていること 

 本プランは、前記③イ．「本プラン導入の目的」に記載のとおり、大規模買付者に対し、事前に当該大規

模買付行為に関する情報の提供および評価・検討等を行う期間の確保を求めることにより、株主の皆様が当

該大規模買付行為に応じるべきか否かを適切に判断すること、当社取締役会が代替案等を提示すること、ま

たは大規模買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・

向上を目的としております。 

  

ハ． 合理的な客観的発動要件の設定 

 本プランにおける対抗措置の発動は、前記③ロ．(b)「大規模買付行為がなされた場合の対応方針」にお

いて記載のとおり、予め定められた合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設

定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。 

  

ニ． 株主意思を尊重するものであること 

 本プランは、平成19年12月20日開催の定時株主総会における株主の皆様の承認をもって導入されたもので

あるとともに、その廃止も株主の皆様のご意思によって行うことができることとなっています。 

 また、本プランは、取締役会の決議によって廃止することができるようにしており、当社取締役の任期は

一年となっているので、本プランの有効期間中であっても、取締役の選任を通じて株主の皆様のご意思を反

映させることが可能となっております。  

  



ホ． 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

 当社は、本プランの必要性および相当性を確保し、経営者の自己保身のために本プランが濫用されること

を防止するために、独立委員会を設置し、当社取締役会が本プランに基づく対抗措置の発動を判断するにあ

たっては、取締役会の恣意的判断を排除するために、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、その決議を

行うこととしております。 

 また、その判断の概要については、株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株

主共同の利益に適うように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されています。 

  

ヘ． デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 

 本プランは、上記③ロ．(d)「本プランの有効期限等」において記載したとおり、当社の株主総会で選任

された取締役により構成される取締役会によりいつでも廃止することができるものとされており、当社の株

券等を大量に買い付けた者が、当社の株主総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会によ

り、本プランを廃止することが可能です。従って、本プランはいわゆるデッドハンド型買収防衛策（取締役

会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。 

また、当社は、取締役の任期を一年としているため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役の交替

を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間がかかる買収防衛策）でもありません。 

  

※ 独立委員会規程の概要 

１．取締役会の決議により設置 

２．構成員数      ３名以上（社外取締役、社外監査役、社外の有識者） 

３．選 任       取締役会の決議による。 

４．任 期       選任された日から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会終結の時まで。 

ただし、取締役会で別段の定めをした場合はこの限りではない。 

社外取締役および社外監査役でなくなった場合は、任期も終了する。  

５．決議要件      原則として、委員の全員が出席し、その過半数をもって行う。 

ただし、委員に事故その他やむを得ない事由があるときは、委員の過半数が出席

し、その過半数をもってこれを行う。 

６．第三者の助言    適切な判断を確保するため、審議・決議に際して、必要かつ十分な情報収集に努め

るものとし、当社の費用で、当社経営者から独立した第三者（フィナンシャルアド

バイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）から助言を受け

ることができる。  

７．説明要求      必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員その他独立委員が必要

と認める者の出席を求め、独立委員会が求める事項に関する説明を要求することが

できる。 

８．審議・決議事項   以下の事項について取締役会の諮問がある場合には、審議・決議を行い、その内容

を、その理由を付して当社取締役会に対して勧告するものとする。 

①大規模買付ルールの対象となる大規模買付行為の存否 

②大規模買付者が当社取締役会に提供すべき情報の範囲 

③大規模買付者の大規模買付行為の内容の精査・検討 

④大規模買付者による大規模買付行為に対する当社取締役会の代替案の比較検討 

⑤大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否か 

⑥対抗措置発動の要否および内容（新株予約権無償割当てを含む） 

⑦対抗措置発動の停止又は変更等 

⑧本プランの維持・修正又は変更・廃止 

⑨その他大規模買付ルール、本新株予約権、大規模買付行為に関連し、当社取締役

会が判断すべき事項について、取締役会が独立委員会にその意見を諮問することを

決定した事項 

９．取締役会への勧告  各委員は、上記８．の勧告を行うにあたっては、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、専ら自己又は当社の経営

陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。  

  



※ 独立委員会委員の氏名および略歴 

[氏 名] 森本 民雄（もりもと たみお） 

[略 歴] 昭和16年１月14日生 

昭和39年４月 呉羽紡績株式会社（現東洋紡績株式会社）入社 

昭和43年８月 監査法人富島会計事務所（現新日本監査法人）入所 

昭和63年５月 太田昭和監査法人（現新日本監査法人）代表社員 

平成12年５月 監査法人太田昭和センチュリー（現新日本監査法人）理事 

平成17年６月 新日本監査法人退職 

平成19年３月 株式会社アシックス独立委員会委員（現在） 

平成19年６月 積水化学工業株式会社社外監査役（現在）  

  

[氏 名] 門内 靖彦（もんない やすひこ） 

[略 歴] 昭和19年３月９日生 

昭和41年４月 株式会社横浜銀行入行 

平成３年６月 同行取締役法人営業第2部長 

平成８年９月 横浜シティ証券株式会社代表取締役常務取締役 

平成11年４月 株式会社横浜銀行顧問 

平成11年12月 当社社外監査役（現在）  

  

[氏 名] 森本 宏（もりもと ひろし） 

[略 歴] 昭和35年７月13日生 

昭和62年４月 弁護士登録（大阪弁護士会）、北浜法律事務所入所 

平成４年１月 北浜法律事務所パートナー（現在） 

平成７年６月 日本金銭機械株式会社社外監査役（現在） 

平成18年３月 株式会社千趣会社外監査役（現在）  



４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業及び経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

には以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものです。 

  

(1) 市場変動 

 当社グループは、分譲マンションに関わる事業をコアとしており、首都圏及び近畿圏を中心としたマンション

市場における需給の急激な悪化及び価格競争など、市場が大きく変動した場合には業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(2) 不動産関連法制の変更 

 将来において、宅地建物取引業法、建築基準法・都市計画法その他不動産関連法制が変更された場合には、新

たな義務の発生、費用負担の増加などにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 不動産関連税制の変更 

 将来において、不動産関連税制が変更された場合には、不動産の取得・売却時のコスト増加、また、住宅購入

顧客の購買意欲の減退などにより、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 瑕疵担保責任 

 品質管理には万全を期しておりますが、当社グループが開発・販売するマンションなどにおいて、瑕疵担保責

任による損害賠償責任が発生した場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 金利変動 

 今後、金利が上昇した場合には、資金調達コストの増加や住宅購入顧客の購買意欲の減退などにより、業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当社グループは、「中期経営計画(Action for Growth)」（平成18年10月～平成21年９月）に基づき、「お客様第

一主義」をテーマに快適な住環境を実現したマンションの供給、住まわれる方の立場でマンションの維持管理を行う

こと等により、社会に貢献することを経営の基本方針として事業に取り組んでまいりました。 

(1）財政状態 

 当連結会計年度末における資産合計額は79,858百万円となり、前連結会計年度末比2,820百万円（3.7％）の増加

となりました。これは積極的な事業用地の取得などによるたな卸資産の増加などによるものであります。 

 また、当連結会計年度末における負債合計額は67,911百万円となり、前連結会計年度末比591百万円（0.9％）の

増加となりました。これは事業用地の取得などによる借入金の増加などによるものであります。 

 当連結会計年度末における純資産合計額は11,947百万円となり、前連結会計年度末比2,228百万円（22.9％）の

増加となりました。これは利益剰余金が2,307百万円増加したことなどによるものであります。 

(2）経営成績 

 当連結会計年度は、都心部でのシングル層向けマンションの販売が減少したものの、大型ファミリーマンション

の販売が増加したことなどにより、売上高は66,511百万円と前連結会計年度比10,141百万円（18.0％）の増加とな

りました。経常利益は2,820百万円と前連結会計年度比167百万円（6.3％）の増加となり、当期純利益は2,698百万

円と前連結会計年度比92百万円（3.5％）の増加となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは当連結会計年度において重要な設備投資は行っておりません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は車両、器具備品であります。 

２ 建物及び構築物欄の［ ］内の数値は賃借中の建物の面積（㎡）を示しております。 

３ 上記のほか、主要な賃借中の不動産転貸用建物は次のとおりであります。 

４ 上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループでは当連結会計年度末において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  平成19年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別   
セグメント   

の名称 
設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 

建物 
及び構築物 
（面積㎡） 

その他 合計 

本社 

（東京都千代田区) 

不動産分譲 

全社 
事務所他 

54

[1,469]
27 81 135 

大阪支店 

（大阪市北区） 

不動産分譲 

全社 
事務所他 

13

[630]
9 23 40 

合計     
68

[2,099]
36 105 175 

  平成19年９月30日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（人） 

建物   
及び構築物 
（面積㎡） 

その他 合計 

ニチモコミュニテ

ィ㈱ 

本社他 

(東京都千代田区

他） 

請負工事 

その他 

全社 

事務所他 
26

[2,018]
11 38 160 

ニチモアセットマ

ネジメント㈱ 

本社 

(東京都千代田区)  

  

その他  

  

事務所他  
5

[161]
2 7 2 

合計       
31

[2,180]
13 45 162 

  平成19年９月30日現在

会社名 事業部門の名称 設備の内容 面積（㎡） 摘要 

ニチモコミュニティ㈱ 不動産賃貸 賃貸施設 11,545 中高層住宅14棟 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  （注） 平成19年12月20日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は同日より 

     250,000,000株増加し、500,000,000株となっております。 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 250,000,000 

計 250,000,000 

種類 
事業年度末現在   
発行数（株） 

（平成19年９月30日） 

提出日現在    
発行数（株） 

（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 195,834,571 195,834,571 

東京証券取引所 

（市場第二部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 195,834,571 195,834,571 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 平成14年12月19日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金391百万円を取崩し、欠損填補に充ててお

ります。 

２ 平成15年12月26日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金807百万円を取崩し、欠損填補に充ててお

ります。 

３ 平成15年12月26日開催の定時株主総会の決議により、欠損填補のため資本減少を行い、資本金が14,677百万

円減少しております。 

４ 平成16年３月23日各種優先株式の発行により、発行済株式総数が44,433千株、資本金が4,443百万円、資本

準備金が4,443百万円増加しております。 

５ 平成16年３月３日開催の取締役会の決議により、資本準備金９百万円を資本金に組入れております。資本金

が９百万円増加し、資本準備金が９百万円減少しております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成14年12月19日 

（注）１ 
－ 60,758 － 14,687 △391 807 

平成15年12月26日 

（注）２ 
－ 60,758 － 14,687 △807 － 

平成16年２月13日 

（注）３ 
－ 60,758 △14,677 10 － － 

平成16年３月23日 

（注）４ 
44,433 105,191 4,443 4,453 4,443 4,443 

平成16年３月23日 

（注）５ 
－ 105,191 9 4,463 △9 4,433 

自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月24日 

（注）６ 

19,717 124,908 － 4,463 － 4,433 

平成16年12月22日 

（注）７ 
－ 124,908 － 4,463 △4,433 － 

平成17年２月８日 

（注）８ 
－ 124,908 △3,013 1,449 － － 

自 平成17年１月18日 

至 平成17年５月30日 

（注）９ 

29,648 154,557 2,501 3,950 498 498 

自 平成18年２月22日 

至 平成18年４月20日 

（注）10 

50,722 205,279 7,300 11,250 － 498 

平成18年５月20日 

（注）11 
△31,288 173,991 △9,386 1,863 － 498 

自 平成18年８月24日 

至 平成18年９月28日 

（注）12 

21,843 195,834 2,200 4,063 － 498 

  （発行株式数） （発行形態） （割当先） （発行価格） （資本組入額）

第一種優先株式 17,476千株 有償 第三者割当 株式会社横浜銀行、

株式会社みずほコー

ポレート 

200円 100円 

第二種優先株式 13,812千株 有償 第三者割当 株式会社りそな銀行 200円 100円 

第三種優先株式 5,495千株 有償 第三者割当 株式会社横浜銀行、

株式会社みずほコー

ポレート 

200円 100円 

第四種優先株式 7,650千株 有償 第三者割当 株式会社りそな銀行 200円 100円 



６ 平成16年４月１日から平成16年９月24日までの間に、第三種優先株式及び第四種優先株式の普通株式への転

換により、第三種優先株式5,495千株及び第四種優先株式7,650千株がそれぞれ減少し、普通株式32,862千株

が増加しております。その結果、発行済株式総数は19,717千株増加し、124,908千株となっております。 

７ 平成16年12月22日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金を全額取崩し、欠損填補に充てておりま

す。 

８ 平成16年12月22日開催の定時株主総会の決議により、欠損填補のため資本減少を行っております。資本金が

3,013百万円減少しております。 

９ 平成17年１月18日から平成17年５月30日までの間に、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第２回

無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権の行使により、普通株式が29,648千株、資本金が2,501百

万円、資本準備金が498百万円それぞれ増加しております。 

10 平成18年２月22日から平成18年４月20日までの間に、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約

権行使により、普通株式が50,722千株、資本金が7,300百万円それぞれ増加しております。 

11 平成18年４月12日開催の臨時株主総会の決議により、第一種優先株式及び第二種優先株式の有償消却のため

資本減少を行っております。第一種優先株式17,476千株及び第二種優先株式13,812千株がそれぞれ減少し、

発行済株式総数が31,288千株、資本金が9,386百万円それぞれ減少しております。 

12 平成18年８月24日から平成18年９月28日までの間に、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約

権行使により、普通株式が21,843千株、資本金が2,200百万円それぞれ増加しております。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式56,418株は、「個人その他」に56単元、「単元未満株式の状況」に418株を含めて記載しておりま

す。 

２ 証券保管振替機構名義の株式が、「その他の法人」に29単元含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

  平成19年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 12 45 193 42 － 14,646 14,938 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 12,053 9,115 28,242 6,070 － 140,175 195,655 179,571

所有株式数の

割合（％） 
－ 6.16 4.66 14.44 3.10 － 71.64 100 － 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ユニマットホールデ

ィング 
東京都港区南青山二丁目12番14号 7,978 4.07 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 4,598 2.35 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 3,000 1.53 

旭化成建材株式会社 東京都港区東新橋二丁目12番７号 2,831 1.45 

小林 実夫 長野県中野市 2,020 1.03 

 永大産業株式会社  大阪市住之江区平林南二丁目10番60号  2,000 1.02 

富士火災海上保険株式会社 大阪市中央区南船場一丁目18番11号 1,678 0.86 

吉井 立彦 千葉市美浜区 1,670 0.85 

竹下産業株式会社 大阪市北区梅田一丁目1番3-900号 1,565 0.80 

堀越 幸雄 千葉県印旛郡酒々井町 1,412 0.72 

計 － 28,752 14.68 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が29,000株含まれてお

り、「議決権の数」の欄には、当該株式に係る議決権の数29個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式        －        － － 

議決権制限株式（自己株式等）        －        － － 

議決権制限株式（その他）        －        － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     56,000 
       － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式195,599,000 195,599 － 

単元未満株式 普通株式    179,571        － 
一単元（1,000株）

未満の株式 

発行済株式総数 195,834,571        － － 

総株主の議決権        － 195,599 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義   
所有株式数
（株） 

他人名義   
所有株式数
（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式の
割合（％） 

（自己保有株式）           

ニチモ株式会社 
大阪市北区堂島浜

一丁目４番４号 
56,000 － 56,000 0.03 

計 － 56,000 － 56,000 0.03 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （注） 当期間における取得自己株式には、平成19年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注） 当期間における保有自己株式数には、平成19年12月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。 

区分 株式数（千株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 4 0 

当期間における取得自己株式 0 0 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数 
（千株） 

処分価額の総額
（百万円） 

株式数 
（千株） 

処分価額の総額
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 56 － 56 － 



３【配当政策】 

 当社は株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一つと位置付けております。各事業年度の業績に対応した利益

配分を基本として安定した株主配当を維持するとともに、財務体質の強化を図るための内部留保の充実等も勘案し

て、剰余金の配当を決定することとしております。 

 当社は、剰余金の配当を期末配当の年１回とすることを基本的な方針としており、この剰余金の配当の決定機関

は、株主総会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、当事業年度の業績及び財務体質の状況等を勘案し、当期末の配当金は、１株に

つき２円といたしました。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

①【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成14年10月１日から平成16年１月31日までは東京証券取引所市場第一部、平成16年２月

１日から平成19年９月30日までは同取引所市場第二部におけるものであります。 

②【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

 決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たりの配当額 

（円） 

平成19年12月20日 

定時株主総会決議 
391 2 

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

最高（円） 145 191 179 234 119 

最低（円） 13 34 71 100 72 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 109 109 106 101 94 82 

最低（円） 100 96 98 88 73 72 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

代表取締役 
  辻 征二 昭和20年１月９日生 

昭和42年４月 株式会社大和銀行（現株式

会社りそな銀行）入行 

(注)３ 110 

平成７年６月 同行取締役に就任、東京融

資部長 

平成10年６月 同行常務取締役に就任、東

京営業部長 

平成11年11月 当社顧問 

平成11年12月 当社代表取締役社長に就任

（現） 

専務取締役 

執行役員 

住宅事業本部

長 

湯川 均 昭和28年７月18日生 

昭和54年４月 当社入社 

(注)３ 68 

平成元年10月 当社開発企画事業部企画室

長 

平成11年10月 当社関東住宅事業部長 

平成12年12月 当社執行役員（現） 

平成13年10月 当社住宅事業本部長（現） 

平成13年12月 当社取締役に就任 

平成17年12月 当社常務取締役に就任 

平成19年12月 当社専務取締役に就任

（現） 

常務取締役 

執行役員 

大阪支店長 

兼関西住宅事

業部担当 

杉町 信 昭和27年11月９日生 

昭和51年４月 株式会社大和銀行（現株式

会社りそな銀行）入行 

(注)３  31 

平成９年４月 同行東大阪支店長 

平成11年５月 同行渉外部次長 

平成13年４月 当社社長室長 

平成15年12月 当社常務取締役に就任

（現）、執行役員（現）、

経営管理部・関連会社担当 

平成16年４月 当社管理部、財務経理部担

当 

平成18年７月 当社IR室担当 

平成19年12月 大阪支店長（現）、関西住

宅事業部担当（現） 

常務取締役 

執行役員 

企画部長 

兼総務部・関

連会社担当 

髙橋 幸孝  昭和29年12月26日生 

昭和54年４月  当社入社 

(注)３  50 

平成10年10月 当社関東住宅事業部管理部

長 

平成11年10月 当社社長室経営管理部長 

平成13年12月 当社執行役員（現）、社長

室経営企画部長  

平成15年12月 当社取締役に就任、企画部

長（現）、財務経理部担当 

平成16年４月 当社総務部・関連会社担当

（現） 

平成19年12月 当社常務取締役に就任

（現） 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役   中川 文夫 昭和27年7月21日生 

昭和50年４月 旭化成工業株式会社（現 

旭化成株式会社）入社 

(注)３  0 

平成13年４月 同社延岡総務勤労部長 

平成17年６月 旭化成建材株式会社常勤監

査役 

平成19年６月 同社取締役兼常務執行役

員 建築資材事業部長(現） 

平成19年12月 当社取締役に就任（現） 

取締役 

執行役員 

 財務経理部長  

 兼IR室長 

木田 臣哉 昭和33年1月19日生 

昭和55年 4月 当社入社 

(注)３  17 

平成14年 4月 当社経理部財務部長 

平成15年12月 当社執行役員、財務経理部

長（現） 

平成18年 7月 当社IR室長（現） 

平成18年12月 当社常務執行役員 

平成19年12月 当社取締役に就任（現）、

執行役員（現） 

取締役 

執行役員 

 住宅事業本部 

 副本部長兼開 

 発第1部・開発 

 第2部・開発第 

 3部・開発第4 

 部・アフター 

 サービスセン 

 ター担当 

寒川 祐二 昭和32年5月30日生 

昭和55年 4月 当社入社 

(注)３  11 

平成14年 4月 当社住宅事業本部開発第1

部長 

平成15年12月 当社執行役員、住宅事業本

部副本部長（現） 

平成16年12月 当社住宅事業本部開発第1

部・開発第2部担当（現） 

平成18年12月 当社常務執行役員、住宅事

業本部アフターサービスセ

ンター担当（現） 

平成19年10月 当社住宅事業本部開発第3

部・開発第4部担当（現） 

平成19年12月 当社取締役に就任（現）、

執行役員（現） 

常勤監査役   門内 靖彦 昭和19年３月９日生 

昭和41年４月 株式会社横浜銀行入行 

(注)４  31 

平成３年６月 同行取締役に就任、法人営

業第２部長 

平成８年９月 横浜シティ証券株式会社代

表取締役常務取締役に就任 

平成11年４月 株式会社横浜銀行顧問 

平成11年12月 当社常勤監査役に就任

（現） 

常勤監査役   美和 久則 昭和23年７月20日生 

昭和47年３月 当社入社 

(注)５  70 

平成10年７月 当社経理部長 

平成10年12月 当社取締役に就任、経理部

担当 

平成12年12月 当社執行役員 

平成14年12月 当社常務取締役に就任、管

理部門・関連会社担当 

平成15年12月 当社常勤監査役に就任

（現） 

 



 （注）１ 取締役中川文夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

     ２ 監査役門内靖彦、監査役大宮正は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

    ３ 選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のときまで。 

       （平成19年12月20日開催の定時株主総会にて選任） 

     ４ 選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のときまで。 

       （平成18年12月21日開催の定時株主総会にて選任） 

     ５ 選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のときまで。 

   （平成19年12月20日開催の定時株主総会にて選任） 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   森 保人 昭昭和23年７月４日生

昭和47年３月 株式会社長谷川工務店（現

株式会社長谷工コーポレー

ション）入社 

(注)５  65 

平成11年６月 株式会社長谷工都市開発代

表取締役社長に就任 

平成12年７月 当社顧問 

平成12年８月 当社大阪支店長 

平成12年12月 当社取締役に就任、執行役

員関西住宅事業部担当 

平成13年12月 当社常務取締役に就任 

平成19年12月 当社常勤監査役に就任

（現） 

監査役   大宮 正 昭和18年9月29日生 

昭和42年４月 通商産業省入省 

(注)５ － 

平成２年７月 通商産業省大臣官房企画室

長 

平成２年12月 京都府副知事 

平成５年６月 通商産業省大臣官房審議官 

平成６年12月 同省大臣官房商務流通審議

官 

平成８年７月 日本貿易振興会理事 

平成12年７月 三菱自動車工業株式会社執

行役員、経営戦略室副室

長  

平成13年６月 大日本スクリーン製造株式

会社社外取締役 

平成14年６月 三菱自動車工業株式会社常

務執行役員 

平成18年２月 弁護士登録＜第二東京弁護

士会所属＞（現）あさひ・

狛法律事務所 弁護士 

平成19年７月 西村あさひ法律事務所 弁

護士（現） 

平成19年12月 当社監査役に就任（現） 

        計   453 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、健全で透明性の高い企業経営をめざし、継続的に企業価値を増大させていくことが経営上、最も重要な課

題と考えており、これらの実現のために、コーポレート・ガバナンスの充実に関する以下の施策を実施しておりま

す。 

(1) 会社の機関の内容 

① 会社の機関の基本説明 

 取締役会は、原則月１回の開催としており、法令等が求める専決事項、その他重要事項、経営方針等に関する

意思決定と取締役の業務執行の監督を行っております。取締役会は、取締役７名、うち社外取締役１名で構成

し、取締役の任期は、経営活性化を目的として１年と定めております。 

 経営会議は、原則月１回の開催としており、取締役会審議事項の事前審議、並びに取締役会が委譲した権限の

範囲内での重要な業務執行に関する案件の審議・検討を行っており、構成員は、取締役、執行役員及びグループ

会社の代表取締役等としております。 

 当社は監査役制度を採用しており、各監査役は監査役会が定めた監査方針に基づき、グループ全体の業務及び

財産状況の調査をはじめ、取締役会及び経営会議に出席して必要な意見を述べ、取締役会の意思決定、取締役の

業務執行を監査しております。監査役会は、監査役３名、うち社外監査役２名で構成しております。 

② 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は、関係会社を含めた業務の適正性、妥当性及び遵法性等を監査する目的で内部監査部門（人員３名）を

設置しております。また、会計監査人の指摘事項についてのフォロー、改善状況等の確認を行っております。 

 監査役は、内部監査部門及び会計監査人から必要な報告を受け、意見交換を行うなど、監査の実効性の向上を

めざしております。 

③ 会計監査の状況 

 当社は、会社法監査と金融商品取引法監査について、恒栄監査法人と監査契約を締結しております。同監査法

人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間に特別の利害関係はありません。 

・業務を執行した公認会計士の氏名、継続監査年数等 

・会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士５名、会計士補２名 

④ 社外取締役と社外監査役との関係 

 社外取締役１名と当社との間に特別な利害関係はありません。 

 また、社外監査役２名と当社との間に特別な利害関係はありません。 

⑤ 外部機関 

 当社は、複数の弁護士、税理士並びに税理士法人と顧問契約を結び、日常業務又は経営判断上必要な指導・助

言等を適宜受けております。また、監査法人とも監査契約を締結し、法令に基づく公正な会計監査を実施してお

ります。 

氏名 所属する監査法人 継続監査年数 

代表社員 

業務執行社員 
工藤 隆則 恒栄監査法人 11 

代表社員 

業務執行社員 
椿本 雅朗 恒栄監査法人 － 



⑥ 内部統制システムを含むコーポレート・ガバナンスの体制（図式） 

  



(2）内部統制システムとリスク管理体制の整備の状況 

  当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」について取締役会において決

議しております。その概要は以下のとおりであります。 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・当社の企業理念に基づき、すべての役職員は、法令、定款及びその他社内規則等を遵守し、行動することとし

ております。その更なる徹底を図るため、 平成18年５月に「コンプライアンス委員会」を設置し、同委員会

が全役職員を対象とするコンプライアンス等に関する教育・研修を随時実施するなど、 全社のコンプライア

ンスの取り組みを横断的に統括しております。 

・また、平成18年７月にはコンプライアンス規程を制定した他、行動基準をグループ全社員参加の応募の中から

選定し改定した他、行動指針を新たに制定するなど、コンプライアンス意識の徹底した向上を図っておりま

す。また、外部講師を招いた内部統制に係る講習を随時実施するなど、内部統制の強化に取り組んでおりま

す。 

・更に、法令や社内規則等に対する違法行為や潜在的なリスクに対する組織としての自浄機能を向上させること

を目的に、社内通報制度「コンプライアンス・ホットライン」を導入し、役職員相互の牽制機能、コンプライ

アンス意識の向上に努めております。 

・内部監査部門は、定例または臨時の内部監査を実施するとともに、「コンプライアンス委員会」、「コンプラ

イアンス・ホットライン」等の制度が適正に機能しているか否かについて監査を実施しております。 

・こうした活動は、適宜、取締役会及び監査役会に報告し、上記体制の充実に努めております。 

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁情報により電磁的に記録し、保存してお

ります。取締役及び監査役は、文書管理規程により、これらの文書等を閲覧できるものとしております。文書

管理規程の改定については、平成19年３月に取締役会の承認を得て実施しております。 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・「コンプライアンス委員会」がグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、リスクカテゴリー毎の責任

部署、管理方法等を定めるなど、リスク管理体制を明確化しております。また、内部監査部門が各部署毎のリ

スク管理の状況を監査し、適宜、取締役会等に報告しております。 

・平成19年４月にリスク管理規程を制定し、平時におけるリスク管理体制・管理実施事項を明確化しておりま

す。なお、不測の事態が生じた場合には、危機管理規程に基づき、社長を本部長とする「危機対策本部」を設

置し、迅速な対応を行い、被害の拡大を防止しこれを最小限に抑える体制を整えております。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・決裁権限規程に基づく職務権限及び意思決定ルールを遵守し徹底することなどにより、取締役の職務の執行が

適正かつ効率的に行われるよう努めております。 

・取締役は、原則月１回開催する定例取締役会、必要に応じて開催する臨時取締役会において、会社法等が求め

る専決事項、その他重要事項、経営方針等に関する意思決定を行っております。また、意思決定と業務執行の

機能を分離し、経営の効率化を図るため執行役員制度を導入しております。業務執行取締役は、定例取締役会

において、会社法等の定めに基づいて、業務執行状況の報告を行っております。 

・取締役会で審議を行う前に、経営会議を開催し、取締役会審議事項の事前審議、並びに取締役会が委譲した権

限の範囲内での重要な業務執行に関する案件の審議または検討を行うことにより、取締役会における審議が充

実し、かつ円滑に行われるよう努めております。 

・取締役会は、上記の体制を確保するため、業務の実態に合わせて取締役会決議事項等の見直しを図っておりま

す。また「取締役会規程」「経営会議規程」 「決裁権限規程」その他必要な規程の改定を適宜行い、社内規

程体系の整備を進めております。 

⑤ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

・平成19年３月に関係会社管理規程を改定し、子会社への管理体制を見直しております。また、当社の所管部門

において、子会社に対する必要な統制を行っております。更に当社及び子会社がそれぞれ開催する経営会議

に、相互に特定の取締役が出席することにより、経営上の目標や課題の共有化を図るとともに、当社・子会社

間の情報伝達の迅速化を確保しております。 

・当社が実施する取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理、内部監査部門が実施する定例及び臨時の内部監

査、「コンプライアンス委員会」、「コンプライアンス・ホットライン」等の体制や制度は、子会社に対して

も適用または対象とし、企業集団として一体的に業務の適正化を確保しております。 



⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人の設置及び独立性に関する事項 

  監査役の職務を補助する使用人は当面設置しないことにいたします。 

但し、監査役から当該使用人の設置を求められた場合、監査役の職務を補助する使用人または専属部署の設

置、使用人の取締役からの独立性に関する事項などを具体的に定めることといたします。 

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制 

・取締役及び使用人が監査役会に報告すべき事項は下記のとおりに定めております。 

ⅰ 取締役会・経営会議決議及び代表取締役の決裁に関する事項 

ⅱ 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 

ⅲ 役職員による法令・定款違反、訴訟、不祥事等に関する事項 

ⅳ その他コンプライアンス上重要と判断した事項 

・上記の報告に関する体制を適正に確保するため、「コンプライアンス委員会」等は必要な規程の制定・整備を

関係部署に指示、または自らそれを行っており、また、その活動状況を随時、監査役会に報告しております。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・内部監査部門は、内部監査の実施計画の事前説明、内部監査の結果等の報告を行い、意見を求め、また、追加

監査の実施要請等を受けることなどにより、監査役会との連携を図り、監査役監査の実効性の確保と向上に協

力しております。 

・監査役は、会社法等の定めに基づいて、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役の業務執行に関

する監視・監督を行うことにより、監査役監査の実効性の確保に努めております。 

・また、監査役は、必要に応じて、業務執行取締役、重要な使用人及び関係部門などに対し、調査やヒアリング

を実施し、代表取締役社長、子会社監査役及び監査法人とも、それぞれ定期的に意見交換会を開催しておりま

す。 

  

(3) 責任限定契約の内容の概要 

 当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。社外取締役及び社外監査役の当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は

法令が定める額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責

任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。 

  

(4) 取締役の定数 

 当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

(5) 自己株式の取得 

 当社は、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。 

  

(6) 株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。 

  



(7) 役員報酬の内容 

取締役及び監査役に支払った報酬（年額） 

 （注）１ 当事業年度末在籍人員は、取締役７名、監査役３名であります。 

２ 上記の取締役報酬のほか、使用人兼務取締役１名に対して、使用人給与相当額計10百万円を別途

支給しております。 

３ 当事業年度中の株主総会決議による役員退職慰労金の支給はありません。 

４ 当事業年度に係る役員賞与金の支給はありません。 

(8) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人である恒栄監査法人に対する報酬（年額） 

  人数 報酬額 報酬限度額 

取締役 ６名 76百万円 180百万円 

監査役 ３名 32百万円 48百万円 

報酬 支払額 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 27百万円 

上記以外の業務に基づく報酬 0百万円 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の財務諸表について並びに金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）の

連結財務諸表及び当事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）の財務諸表について、恒栄監査法人に

より監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  8,847 9,774 

２ 受取手形及び売掛金 ※２ 1,959 1,704 

３ たな卸資産 ※２ 53,690 56,054 

４ 繰延税金資産  1,024 1,009 

５ 現先貸付金  － 4,389 

６ その他  9,848 4,918 

貸倒引当金  △108 △26 

流動資産合計  75,261 97.7 77,824 97.5

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物及び構築物  93 137   

減価償却累計額  41 51 36 100 

(2）その他  139 139   

減価償却累計額  99 40 89 50 

有形固定資産合計  91 0.1 151 0.2

２ 無形固定資産  385 0.5 288 0.3

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  220 562 

(2）繰延税金資産  － 1 

(3）その他 ※１ 1,167 1,317 

貸倒引当金  △87 △287 

投資その他の資産合計  1,299 1.7 1,593 2.0

固定資産合計  1,777 2.3 2,032 2.5

Ⅲ 繰延資産         

     創立費  －   1 

    繰延資産合計  － － 1 0.0

  資産合計  77,038 100.0 79,858 100.0 

     
 



   
前連結会計年度 

（平成18年９月30日） 
当連結会計年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 ※４ 16,119 15,357 

２ 短期借入金 ※２ 34,899 34,440 

３ 未払法人税等  28 42 

４ 賞与引当金  239 342 

５ その他  2,959 2,668 

流動負債合計  54,245 70.4 52,850 66.2

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 12,269 14,164 

２ 退職給付引当金  595 663 

３ その他  209 233 

固定負債合計  13,074 17.0 15,060 18.8

負債合計  67,320 87.4 67,911 85.0

     

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  4,063 4,063 

２ 資本剰余金  498 498 

３ 利益剰余金  5,155 7,462 

４ 自己株式  △4 △4 

株主資本合計  9,713 12.6 12,020 15.0

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差
額金 

 5 △72 

評価・換算差額等合計  5 0.0 △72 △0.0

純資産合計  9,718 12.6 11,947 15.0

負債純資産合計  77,038 100.0 79,858 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  56,369 100.0 66,511 100.0 

Ⅱ 売上原価  43,724 77.6 51,862 78.0

売上総利益  12,645 22.4 14,648 22.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 8,631 15.3 10,240 15.4

営業利益  4,014 7.1 4,408 6.6

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  56 110   

２ 契約違約金収入  43 41   

３ 受取手数料  51 31   

４ 事務所移転補償収入  53 －   

５ その他  29 233 0.4 45 229 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  1,324 1,456   

２ 貸倒引当金繰入額  5 102   

３ その他  265 1,594 2.8 258 1,816 2.7

経常利益  2,653 4.7 2,820 4.2

Ⅵ 特別利益    

過年度損益修正益 ※２ 15 15 0.0 13 13 0.0

Ⅶ 特別損失    

１ 過年度損益修正損 ※３ 57 82   

２ 固定資産除売却損 ※４ 11 23   

３ 出資金評価損  7 －   

４ その他  6 83 0.1 － 105 0.1

税金等調整前当期純利
益 

 2,585 4.6 2,729 4.1

法人税、住民税及び事
業税 

 7 16   

法人税等調整額  △27 △20 △0.0 14 30 0.0

当期純利益  2,606 4.6 2,698 4.1

     



③【連結株主資本等変動計算書】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年９月30日残高 
（百万円） 

3,950 498 2,926 △3 7,371 

連結会計年度中の変動額     

新株予約権行使による新株の発行 9,500   9,500 

優先株式の有償消却 △9,386   △9,386 

剰余金の配当   △377   △377 

当期純利益   2,606   2,606 

自己株式の取得   △1 △1 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額（純額） 

    － 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

113 － 2,229 △1 2,341 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

4,063 498 5,155 △4 9,713 

  評価・換算差額等 

純資産合計 

  
その他有価証券 
評価差額金 

平成17年９月30日残高 
（百万円） 

0 7,372 

連結会計年度中の変動額   

新株予約権行使による新株の発行   9,500 

優先株式の有償消却   △9,386 

剰余金の配当   △377 

当期純利益   2,606 

自己株式の取得   △1 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額（純額） 

4 4 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

4 2,346 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

5 9,718 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

  株主資本 

  
  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

4,063 498 5,155 △4 9,713

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当   △391   △391

当期純利益   2,698   2,698

自己株式の取得   △0 △0

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額（純額） 

    －

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 2,307 △0 2,306

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

4,063 498 7,462 △4 12,020

  評価・換算差額等 

純資産合計 

  
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

5 9,718

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当   △391

当期純利益   2,698

自己株式の取得   △0

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額（純額） 

△77 △77

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△77 2,228

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

△72 11,947



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益   2,585 2,729

２ 減価償却費   144 162

３ 貸倒引当金の増加額   6 118

４ 受取利息及び受取配当金   △59 △116

５ 支払利息   1,324 1,456

６ 固定資産除売却損益   11 23

７ 出資金評価損   7 －

８ 売上債権の減少額   173 254

９ たな卸資産の増加額   △12,788 △2,363

10 前渡金の増減額   △27 236

11 前払費用の増減額   △725 588

12 仕入債務の増減額   5,598 △761

13 前受金の増減額   498 △488

14 その他   △778 2,326

小計   △4,029 4,165

15 利息及び配当金の受取額   59 116

16 利息の支払額   △1,305 △1,417

17 法人税等の支払額   △56 △7

営業活動によるキャッシュ・フロー   △5,332 2,857

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形無形固定資産の取得による支出   △73 △142

２ 有形無形固定資産の売却による収入   0 0

３ 投資有価証券の取得による支出   △177 △423

４ 出資金の払込による支出   △0 △0

５ 出資金の回収による収入   1 －

６ 貸付けによる支出   △2,352 △3

７ 貸付金の回収による収入   339 1,912

８ 差入敷金保証金の支出   △293 △10

９ 差入敷金保証金の返還による収入   21 113

10 その他   2 △33

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,532 1,412

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入れによる収入   56,105 48,726

２ 短期借入金の返済による支出   △45,951 △57,833

３ 長期借入れによる収入   13,234 19,954

４ 長期借入金の返済による支出   △12,872 △9,412

５ 新株予約権付社債発行による収入   9,470 －

６ 優先株式の有償消却に伴う支出   △9,386 －

７ 配当金の支払額   △373 △387

８ その他   △1 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー   10,226 1,047

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   2,361 5,316

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   6,485 8,847

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 8,847 14,163

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

  

  

(1）連結子会社の数   １社 

連結子会社の名称 

ニチモコミュニティ株式会社 

(1）連結子会社の数   ２社 

連結子会社の名称 

    ニチモコミュニティ株式会社 

    ニチモアセットマネジメント株式会社

このうち、ニチモアセットマネジメ

ント株式会社については、当連結会

計年度において新たに設立したこと

により当連結会計年度から連結子会

社に含めております。 

  

  

(2）非連結子会社の名称 

ニチモUD株式会社 

興化ニチモプラスチック製品有限

公司 

揚州ニチモ広興不動産有限公司 

昆山金模不動産開発有限公司 

(2）非連結子会社の名称 

同左 

  

  

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模

であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため除

外しております。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法非適用会社は、上記非連結子会社

４社及び関連会社揚州ニチモハン溝内装

工事有限公司他１社であります。 

持分法非適用会社は当期純損益及び利益

剰余金等に与える影響が軽微であり全体

としても連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため持分法の適用はしてお

りません。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

  

  

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(a）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(a）満期保有目的の債券 

同左 

  

  

  

(b）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

(b）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  

  

② たな卸資産 

個別法による原価法 

② たな卸資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  

  

  

  

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

  ────── 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

同左 

  

   （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結会

計年度より、平成19年4月1日以後

に取得した有形固定資産の残存価

額等について、改正後の法人税法

に規定する方法に変更しておりま

す。 

なお、この変更による損益への影

響は軽微であります。 

また、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。  

  

  

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費用

として処理しております。 
  

    ────── 

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

──────  

  

創立費は5年間にわたる定額法によ

って償却しております。 

  

  

  

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売掛金、貸付金等債権の貸倒れに

よる損失にそなえるため、一般債

権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  

  

② 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給にそな

えるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  

  

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付にそなえるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処

理しております。 

数理計算上の差異は、発生額を翌

連結会計年度に一括費用処理する

方法によっております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  

  

(5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  

  

  

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式

によって処理しております。ただ

し、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生連結会計年度の期間費

用として処理しております。 

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

同左 

  

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



（会計処理の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

なお、この変更による損益への影響はありません。 

 ────── 

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。 

なお、この変更による損益への影響はありません。 

  ────── 

  

  

（連結貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は9,718百万

円であり、この変更による影響はありません。 

  ────── 

  

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（平成19年９月30日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資その他の資産「その他」 

（出資金）

345百万円 投資その他の資産「その他」 

（出資金）

345百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

受取手形及び売掛金 1,370百万円

たな卸資産 44,839百万円

計 46,209百万円

受取手形及び売掛金 1,226百万円

たな卸資産 53,268百万円

計 54,495百万円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 34,899百万円

長期借入金 9,436百万円

計 44,335百万円

短期借入金 34,230百万円

長期借入金 14,164百万円

計 48,394百万円

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関及び住宅金融専門会社等に

対する連帯保証債務等 

5,185百万円

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関及び住宅金融専門会社等に

対する連帯保証債務等 

1,313百万円

※４ 期末日満期手形 

連結会計年度末日に期日の到来する満期手形の会

計処理については、手形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。 

※４ 期末日満期手形 

連結会計年度末日に期日の到来する満期手形の会

計処理については、手形交換日をもって決済処理

しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が連結会計年度末

残高に含まれております。 

支払手形 1,006百万円 支払手形 900百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目は次の

とおりであります。 

広告宣伝費 2,526百万円

支払手数料 1,183百万円

給料手当 1,767百万円

退職給付費用 215百万円

賞与引当金繰入額 236百万円

貸倒引当金繰入額 8百万円

広告宣伝費 3,081百万円

支払手数料 1,721百万円

給料手当 1,788百万円

退職給付費用 245百万円

賞与引当金繰入額 338百万円

貸倒引当金繰入額 24百万円

※２ 過年度損益修正益の内訳 ※２ 過年度損益修正益の内訳 

過年度販売経費等修正額 15百万円 過年度販売経費等修正額 13百万円

※３ 過年度損益修正損の内訳 ※３ 過年度損益修正損の内訳 

過年度販売経費等修正額 57百万円 過年度現場経費等修正額 82百万円

※４ 固定資産除売却損の内訳 ※４ 固定資産除売却損の内訳 

無形固定資産（電話加入権） 0百万円

固定資産撤去費用 11百万円

計 11百万円

無形固定資産（電話加入権） 0百万円

固定資産撤去費用 23百万円

計 23百万円



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 普通株式の増加数は、新株予約権付社債の権利行使によるものであります。 

 第一種優先株式の減少数は、有償消却によるものであります。 

 第二種優先株式の減少数は、有償消却によるものであります。 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株） 123,269 72,565 － 195,834 

第一種優先株式（千株） 17,476 － 17,476 － 

第二種優先株式（千株） 13,812 － 13,812 － 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株） 45 6 － 51 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 308 2.50 平成17年９月30日 平成17年12月22日

平成17年12月21日 

定時株主総会 
第一種優先株式 38 2.21 平成17年９月30日 平成17年12月22日

平成17年12月21日 

定時株主総会 
第二種優先株式 30 2.21 平成17年９月30日 平成17年12月22日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 391 2.00 平成18年９月30日 平成18年12月22日



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株） 195,834 － － 195,834 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株） 51 4 － 56 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月21日 

定時株主総会 
普通株式 391 2.00 平成18年９月30日 平成18年12月22日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 391 2.00 平成19年９月30日 平成19年12月21日

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 8,847百万円

現金及び現金同等物 8,847百万円

現金及び預金勘定 9,774百万円

現先貸付金  4,389百万円

現金及び現金同等物 14,163百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容  ２         ────── 

新株予約権付社債の権利行

使による資本金増加額 
9,500百万円

新株予約権付社債の減少額 9,500百万円

   

   



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産
「その他」 

9 2 7 

合計 9 2 7 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

有形固定資産
「その他」 

11 4 7

合計 11 4 7

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

１年内 145百万円

１年超 86百万円

合計 232百万円

１年内 85百万円

１年超 －百万円

合計 85百万円



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成18年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 （注） 満期保有目的の債券で時価のあるものの国債・地方債等は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」

に計上しております。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

種類 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの） 
      

国債・地方債等 14 15 0 

小計 14 15 0 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの） 
      

国債・地方債等 25 24 △0 

小計 25 24 △0 

合計 40 39 △0 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの） 
      

株式 179 187 8 

小計 179 187 8 

（連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの） 
      

株式 － － － 

小計 － － － 

合計 179 187 8 

種類 金額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 32 

合計 32 



５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

当連結会計年度（平成19年９月30日現在） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 （注） 満期保有目的の債券で時価のあるものの国債・地方債等は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」

（差入保証金）に計上しております。 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

種類 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

債券         

国債・地方債等 － － 40 － 

合計 － － 40 － 

種類 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えるもの） 
      

国債・地方債等 14 15 0 

小計 14 15 0 

（時価が連結貸借対照表計上額

を超えないもの） 
      

国債・地方債等 25 25 △0 

小計 25 25 △0 

合計 40 40 △0 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの） 
      

株式 196 205 9 

小計 196 205 9 

（連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの） 
      

株式 406 324 △82 

小計 406 324 △82 

合計 602 530 △72 



４ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（平成18年９月30日現在） 

 デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成19年９月30日現在） 

 デリバティブ取引を全く行っていないため、該当事項はありません。 

種類 金額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 32 

合計 32 

種類 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

債券         

国債・地方債等 － － 40 － 

合計 － － 40 － 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。 

当社及び連結子会社は、全国不動産業厚生年金基金

に加入しており、当該厚生年金基金制度は退職給付

会計実務指針33項の例外処理を行う制度でありま

す。 

同基金の年金資産残高のうち、当社及び連結子会社

の加入員数により按分した連結会計年度末の年金資

産残高は1,200百万円となります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ます。 

当社及び連結子会社は、全国不動産業厚生年金基金

に加入しており、当該厚生年金基金制度は退職給付

会計実務指針33項の例外処理を行う制度でありま

す。 

同基金の年金資産残高のうち、当社及び連結子会社

の加入員数により按分した連結会計年度末の年金資

産残高は1,333百万円となります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（平成18年９月30日現在） 

２ 退職給付債務に関する事項 

（平成19年９月30日現在） 

イ 退職給付債務 △1,255百万円

ロ 年金資産 320百万円

ハ 未積立退職給付債務 

（イ＋ロ） 
△935百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処

理額 
339百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 0百万円

ヘ 退職給付引当金 

（ハ＋ニ＋ホ） 
△595百万円

イ 退職給付債務 △1,356百万円

ロ 年金資産 359百万円

ハ 未積立退職給付債務 

（イ＋ロ） 
△997百万円

ニ 会計基準変更時差異の未処

理額 
302百万円

ホ 未認識数理計算上の差異 31百万円

ヘ 退職給付引当金 

（ハ＋ニ＋ホ） 
△663百万円

（注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

（注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

３ 退職給付費用に関する事項 

（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

イ 勤務費用 180百万円

ロ 利息費用 20百万円

ハ 期待運用収益 △7百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用

処理額 
37百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処

理額 
△15百万円

ヘ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 
215百万円

イ 勤務費用 193百万円

ロ 利息費用 22百万円

ハ 期待運用収益 △8百万円

ニ 会計基準変更時差異の費用

処理額 
37百万円

ホ 数理計算上の差異の費用処

理額 
0百万円

ヘ 退職給付費用 

（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 
245百万円

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退

職給付費用は、「イ 勤務費用」に計

上しております。 

２ 上記退職給付費用以外に割増退職金５

百万円を支払っており、特別損失とし

て計上しております。 

３ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載

しております。 

（注）１ 簡便法を採用している連結子会社の退

職給付費用は、「イ 勤務費用」に計

上しております。 

２ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載

しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配

分方法 
期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理

年数 

１年（発生翌年度

に一括費用処理）

ホ 会計基準変更時差異の処

理年数 
15年 

イ 退職給付見込額の期間配

分方法 
期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 3.0％ 

ニ 数理計算上の差異の処理

年数 

1年（発生翌年度

に一括費用処理）

ホ 会計基準変更時差異の処

理年数 
15年 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
39百万円

賞与引当金損金不算入額 97百万円

退職給付引当金損金算入限度

超過額 
240百万円

関係会社株式及び関係会社出

資金評価損損金不算入額 
188百万円

税務上の繰越欠損金 9,515百万円

その他 141百万円

繰延税金資産小計 10,224百万円

評価性引当額 △9,199百万円

繰延税金資産合計 1,024百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △3百万円

繰延税金負債合計 △3百万円

繰延税金資産の純額 1,021百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
113百万円

賞与引当金損金不算入額 139百万円

退職給付引当金損金算入限度

超過額 
268百万円

関係会社株式及び関係会社出

資金評価損損金不算入額 
188百万円

税務上の繰越欠損金 8,269百万円

その他 131百万円

繰延税金資産小計 9,111百万円

評価性引当額 △8,100百万円

繰延税金資産合計 1,010百万円

 繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金  △0百万円 

 繰延税金負債合計 △0百万円 

 繰延税金資産の純額 1,010百万円

平成18年９月30日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

平成19年９月30日現在の繰延税金資産の純額は、連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 1,024百万円

固定負債－その他 △2百万円

流動資産－繰延税金資産 1,009百万円

固定資産－繰延税金資産 1百万円

固定負債－その他 △0百万円

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

  ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

住民税均等割 0.27

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.63

評価性引当額 △63.46

繰越欠損金の失効 16.47

その他 4.60

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△0.80

  ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

住民税均等割 0.26

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.79

評価性引当額 △40.25

その他 △0.38

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
1.11



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法及び各区分の主な内容 

事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

不動産分譲    中高層住宅及び戸建住宅の分譲 

請負工事     中高層住宅等のリフォーム工事及び電気工事、給排水衛生設備工事等の設計施工 

その他      中高層住宅の建物管理、不動産の賃貸及び管理 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,649百万円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社及び連結子会社の管理部門等に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は5,200百万円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社及び連結子会社の投資資金及び管理部門に係る資産等であります。 

  
不動産分譲 
（百万円） 

請負工事 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 51,298 2,539 2,531 56,369 － 56,369 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 137 5 143 (143) － 

計 51,298 2,677 2,537 56,513 (143) 56,369 

営業費用 46,052 2,456 2,290 50,799 1,555 52,355 

営業利益 5,246 221 246 5,714 (1,699) 4,014 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 70,554 841 493 71,890 5,148 77,038 

減価償却費 25 18 16 59 85 144 

資本的支出 10 2 5 18 56 74 



当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法及び各区分の主な内容 

事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

不動産分譲    中高層住宅及び戸建住宅の分譲 

請負工事     中高層住宅等のリフォーム工事及び電気工事、給排水衛生設備工事等の設計施工 

その他      中高層住宅の建物管理、賃貸管理及び不動産投資顧問等 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,881百万円であり、その主なもの

は連結財務諸表提出会社及び連結子会社の管理部門等に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は7,745百万円であり、その主なものは連結財務諸

表提出会社及び連結子会社の投資資金及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年

度より有形固定資産の残存価額等について、改正後の法人税法に規定する方法に変更しております。この変

更による損益への影響は軽微であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
不動産分譲 
（百万円） 

請負工事 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 
連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 60,949 2,781 2,780 66,511 － 66,511 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 129 8 137 (137) － 

計 60,949 2,910 2,789 66,649 (137) 66,511 

営業費用 55,091 2,712 2,499 60,303 1,799 62,102 

営業利益 5,857 197 290 6,345 (1,936) 4,408 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 70,523 823 810 72,156 7,702 79,858 

減価償却費 37 17 17 72 90 162 

資本的支出 57 2 14 74 73 147 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１ 取引金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 住宅の分譲価格は市場価格であり、支払条件は一般取引条件と同様であります。 

(2）子会社等 

 （注）１ ニチモUD㈱への貸付金に対しては、たな卸資産の担保を受け入れ、貸付利率については、市場金利を勘案し

て決定しております。 

２ ニチモUD㈱は平成18年11月27日をもって東京都千代田区に移転しております。 

当連結会計年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

(1）子会社等 

 （注）１ ニチモUD㈱への貸付金に対しては、市場金利を勘案して貸付利率を決定しております。 

    ２ ニチモUD㈱への貸付条件のうち、返済期限を平成21年9月30日に変更しております。なお、担保は受け入れ

ておりません。 

３ ニチモUD㈱への長期貸付金に対し、当連結会計年度において合計102百万円の貸倒引当金繰入額を計上して

おります。これにより、貸倒引当金は合計196百万円となっております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 
（注）１,２ 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

役員 辻 征二 － － 
当社取締

役社長 

（被所有） 

直接  0.0 
－ － 住宅の分譲 32 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
（注）２ 

資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 
取引の内容 
（注）１ 

取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 

（百万円）役員の
兼任等 

事業上
の関係 

子会社 
ニチモUD

㈱ 

東京都 

豊島区 
10 不動産業 直接  100 － － 

資金貸付 2,008 
短期貸付

金 
2,111 

受取利息 2 － － 

担保の受入 2,008 － － 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

（％） 

関係内容 
取引の内容 
（注）１ 

取引金額 
（百万円） 

科目 
（注）2 

期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上
の関係 

子会社 
ニチモUD

㈱ 

東京都 

千代田区 
10 不動産業 直接  100 － － 

貸付金回収 1,903 
長期貸付

金 
208 

受取利息 57 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額 49.64円

１株当たり当期純利益 17.06円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 12.33円

１株当たり純資産額 61.03円

１株当たり当期純利益 13.78円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益 2,606百万円 2,698百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 

普通株式に係る当期純利益 2,606百万円 2,698百万円 

普通株式の期中平均株式数 152,785千株 195,780千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額 －百万円 －百万円 

普通株式増加数 58,532千株 －千株 

（内訳）優先株式 49,503千株 －千株 

（内訳）新株予約権付社債 9,028千株 －千株 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

         該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１ 連結貸借対照表上は、短期借入金として表示しております。 

２ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

３ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率（注）２
（％） 

返済期限 

短期借入金 32,251 23,144 2.607 － 

１年以内に返済予定の長期借入金（注）１ 2,648 11,296 2.569 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを

除く。）（注）３ 
12,269 14,164 2.458 

平成20年10月31日～ 

平成21年12月30日 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 47,168 48,604 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 13,204 960 － － 



(2）【その他】 

        該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  8,109 8,585 

２ 売掛金 ※２ 1,411 1,252 

３ 販売用土地建物 ※２ 3,979 4,742 

４ 開発用土地建物 ※２ 49,621 51,223 

５ 前渡金  1,741 1,504 

６ 前払費用  2,852 2,230 

７ 繰延税金資産  1,024 1,009 

８ 現先貸付金  － 4,389 

９ 預け金  － 973 

10 立替金 ※１ 2,508 － 

11 短期貸付金 ※１ 2,111 － 

12 その他 ※１ 498 99 

貸倒引当金  △104 △23 

流動資産合計  73,753 97.7 75,986 97.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  43 84   

減価償却累計額  15 27 15 68 

(2）器具備品  91 85   

減価償却累計額  60 31 48 36 

有形固定資産合計  58 0.1 105 0.1

２ 無形固定資産    

(1）商標権  1 2 

(2）ソフトウェア  269 198 

(3）電話加入権  7 6 

無形固定資産合計  278 0.4 208 0.3

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  217 559 

(2）関係会社株式  306 506 

(3）出資金  2 2 

(4）関係会社出資金  275 275 

(5）従業員長期貸付金  9 11 

(6）関係会社長期貸付金  － 208 

(7）破産・更生債権等  83 87 

(8）長期前払費用  0 0 

(9）繰延税金資産  － 1 

(10）その他 ※１ 585 512 

貸倒引当金  △87 △287 

投資その他の資産合計  1,393 1.8 1,878 2.4

固定資産合計  1,729 2.3 2,192 2.8

資産合計  75,483 100.0 78,178 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形 ※４ 11,932 11,210 

２ 買掛金  3,281 3,274 

３ 短期借入金 ※２ 32,251 23,144 

４ 一年以内返済予定の長
期借入金 

※２ 2,648 11,296 

５ 未払金  879 913 

６ 未払費用  2 0 

７ 未払法人税等  27 31 

８ 前受金  1,409 837 

９ 預り金  199 347 

10 賞与引当金  160 230 

11 その他  7 12 

流動負債合計  52,799 70.0 51,298 65.6

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※２ 12,269 14,164 

２ 繰延税金負債  2 － 

３ 退職給付引当金  518 570 

４ 預り保証金  69 91 

固定負債合計  12,859 17.0 14,826 19.0

負債合計  65,659 87.0 66,125 84.6

 



   
前事業年度 

（平成18年９月30日） 
当事業年度 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  4,063 4,063 

２ 資本剰余金    

資本準備金  498 498   

資本剰余金合計  498 498 

３ 利益剰余金    

(1）利益準備金  37 76   

(2）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  5,224 7,492   

利益剰余金合計  5,261 7,569 

４ 自己株式  △4 △4 

株主資本合計  9,820 13.0 12,127 15.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差
額金 

 4 △73 

評価・換算差額等合計  4 0.0 △73 △0.1

純資産合計  9,824 13.0 12,053 15.4

負債純資産合計  75,483 100.0 78,178 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 土地建物売上高  50,586 60,887   

２ 賃貸収入  7 －   

３ その他の営業収入  791 51,385 100.0 73 60,961 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 土地建物売上原価  40,081 47,916   

２ 賃貸費用  7 －   

３ その他の営業費用  43 40,132 78.1 26 47,943 78.6

売上総利益  11,253 21.9 13,018 21.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 7,150 13.9 8,578 14.1

営業利益  4,103 8.0 4,440 7.3

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 55 109   

２ 契約違約金収入  43 41   

３ 受取手数料  28 32   

４ 事務所移転補償収入  30 －   

５ その他  17 174 0.3 37 220 0.4

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  1,324 1,456   

２ 貸倒引当金繰入額  5 102   

３ その他  333 1,662 3.2 309 1,868 3.1

経常利益  2,614 5.1 2,792 4.6

Ⅵ 特別利益    

過年度損益修正益 ※３ 12 12 0.0 8 8 0.0

     
 



   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１ 過年度損益修正損 ※４ 53 67   

２ 固定資産除売却損 ※５ 7 13   

３ その他  7 69 0.1 － 81 0.1

税引前当期純利益  2,557 5.0 2,718 4.5

法人税、住民税及び事
業税 

 5 5   

法人税等調整額  △27 △21 △0.0 14 20 0.1

当期純利益  2,579 5.0 2,698 4.4

     



売上原価明細書 

(イ）土地建物売上原価明細書 

 （注） 原価計算の方法は、個別原価計算の方法により実際原価で計算しております。 

(ロ）賃貸費用明細書 

(ハ）その他の営業費用明細書 

 その他の営業費用は、分譲マンション販売に伴うオプション工事等の費用であります。 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

期首たな卸高    

販売用土地建物  3,175 3,979   

開発用土地建物  37,702 40,878 49,621 53,600 

当期仕入高    

土地代  23,318 26,842   

工事費  29,485 52,803 23,438 50,280 

期末たな卸高    

販売用土地建物  3,979 4,742   

開発用土地建物  49,621 53,600 51,223 55,965 

当期土地建物売上原価    

土地原価  17,607 43.9 19,831   41.4

建物原価  22,473 40,081 56.1 28,084 47,916 58.6

   100.0   100.0 

   
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

賃借料  6 84.3 － －

維持管理費  0 6.5 － －

租税公課  0 8.6 － －

その他  0 0.6 － －

合計   7 100.0 － － 



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成17年９月30日残高 
（百万円） 

3,950 498 － 3,059 △3 7,505 

事業年度中の変動額            

新株予約権行使による 
新株の発行 

9,500         9,500 

優先株式の有償消却 △9,386         △9,386 

剰余金の配当     37 △414   △377 

当期純利益       2,579   2,579 

自己株式の取得         △1 △1 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 （純額） 

          － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

113 － 37 2,164 △1 2,314 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

4,063 498 37 5,224 △4 9,820 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成17年９月30日残高 
（百万円） 

－ 7,505 

事業年度中の変動額    

新株予約権行使による 
新株の発行 

  9,500 

優先株式の有償消却   △9,386 

剰余金の配当   △377 

当期純利益   2,579 

自己株式の取得   △1 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 （純額） 

4 4 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

4 2,319 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

4 9,824 



当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

4,063 498 37 5,224 △4 9,820 

事業年度中の変動額            

剰余金の配当     39 △430   △391 

当期純利益       2,698   2,698 

自己株式の取得         △0 △0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 （純額） 

          － 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 39 2,698 △0 2,306 

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

4,063 498 76 7,492 △4 12,127 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

4 9,824 

事業年度中の変動額    

剰余金の配当   △391 

当期純利益   2,698 

自己株式の取得   △0 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 （純額） 

△77 △77 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△77 2,229 

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

△73 12,053 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

  

  

(2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  

  

  

(3）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(3）その他有価証券 

① 時価のあるもの 

同左 

  

  

② 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② 時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）販売用土地建物 

個別法による原価法 

(1）販売用土地建物 

同左 

  

  

(2）開発用土地建物 

個別法による原価法 

(2）開発用土地建物 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

   ────── 

  

  

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年4月1日以後に取得し

た有形固定資産の残存価額等につい

て、改正後の法人税法に規定する方

法に変更しております。 

なお、この変更による損益への影響

は軽微であります。   

  

  

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 社債発行費は、支出時に全額費用として

処理しております。 

────── 

５ 引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

売掛金、貸付金等債権の貸倒れによ

る損失にそなえるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

  

  

(2）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給にそなえ

るため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  

  

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付にそなえるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理し

ております。 

数理計算上の差異は、発生額を翌期

に一括費用処理する方法によってお

ります。 

(3）退職給付引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

って処理しております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税

等は、発生事業年度の期間費用として

処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



（会計処理方法の変更） 

（表示方法の変更） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針６

号）を適用しております。 

なお、この変更による損益への影響はありません。 

────── 

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４

号）を適用しております。 

なお、この変更による損益への影響はありません。 

────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は、9,824百

万円であり、この変更による影響はありません。 

────── 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（貸借対照表） 

前事業年度において区分掲記していた「預け金」（当事

業年度金額437百万円）は資産の総額の100分の１以下と

なったため、当事業年度より流動資産の「その他」に含

めて表示しております。 

（貸借対照表） 

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて表示

していた「預け金」（前事業年度437百万円）は、資産の

総額の100分の１を超えたため、当事業年度より「預け

金」として区分掲記しております。 

前事業年度において区分掲記していた「立替金」（当事

業年度27百万円）は資産の総額の100分の１以下となった

ため、当事業年度より流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

※１ 関係会社に対する資産 ※１        ────── 

短期貸付金 2,111百万円

立替金 0百万円

流動資産「その他」 0百万円

投資その他の資産「その他」 1百万円

   

   

   

   

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

売掛金 1,370百万円

販売用土地建物 1,593百万円

開発用土地建物 43,246百万円

計 46,209百万円

売掛金 1,226百万円

販売用土地建物 3,024百万円

開発用土地建物 50,244百万円

計 54,495百万円

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 32,251百万円

一年以内返済予定の 
長期借入金 

2,648百万円

長期借入金 9,436百万円

計 44,335百万円

短期借入金 22,934百万円

一年以内返済予定の
長期借入金 

11,296百万円

長期借入金 14,164百万円

計 48,394百万円

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関及び住宅金融専門会社等に

対する連帯保証債務等 

5,185百万円

顧客住宅ローンに関する抵当

権設定登記完了までの金融機

関及び住宅金融専門会社等に

対する連帯保証債務等 

1,313百万円

※４ 期末日満期手形 

事業年度末日に期日の到来する満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が事業年度末残高に含

まれております。 

※４ 期末日満期手形 

事業年度末日に期日の到来する満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が事業年度末残高に含

まれております。 

支払手形 992百万円 支払手形 877百万円



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数は、単元未満株式の買取りによるものであります。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１        ────── ※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

  関係会社よりの受取利息 57百万円

   

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目 ※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

広告宣伝費 2,527百万円

販売促進費 578百万円

支払手数料 1,154百万円

給料手当 989百万円

退職給付費用 148百万円

減価償却費 100百万円

賞与引当金繰入額 160百万円

貸倒引当金繰入額 7百万円

広告宣伝費 3,078百万円

販売促進費 486百万円

支払手数料 1,647百万円

給料手当 1,004百万円

退職給付費用 170百万円

減価償却費 117百万円

賞与引当金繰入額 230百万円

貸倒引当金繰入額 24百万円

なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね 

83対17であります。 

なお、販売費と一般管理費との割合は、おおむね 

83対17であります。 

※３ 過年度損益修正益の内訳 ※３ 過年度損益修正益の内訳 

過年度販売経費等修正額 12百万円 過年度販売経費等修正額 8百万円

※４ 過年度損益修正損の内訳 ※４ 過年度損益修正損の内訳 

過年度販売経費等修正額 53百万円 過年度現場経費等修正額 67百万円

※５ 固定資産除売却損の内訳 ※５ 固定資産除売却損の内訳 

電話加入権 0百万円

固定資産撤去費用 7百万円

計 7百万円

固定資産撤去費用 13百万円

   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 45 6 － 51 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） 51 4 － 56 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 6 1 4 

器具備品 3 0 2 

合計 9 2 7 

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

車両運搬具 8 2 5

器具備品 2 1 1

合計 11 4 7

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定してお

ります。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成19年９月30日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
39百万円

賞与引当金損金不算入額 65百万円

退職給付引当金損金算入限度

超過額 
211百万円

関係会社株式及び関係会社出

資金評価損損金不算入額 
180百万円

税務上の繰越欠損金 9,506百万円

その他 136百万円

繰延税金資産小計 10,140百万円

評価性引当額 △9,115百万円

繰延税金資産合計 1,024百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △2百万円

繰延税金負債合計 △2百万円

繰延税金資産の純額 1,022百万円

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過

額 
113百万円

賞与引当金損金不算入額 93百万円

退職給付引当金損金算入限度

超過額 
232百万円

関係会社株式及び関係会社出

資金評価損損金不算入額 
180百万円

税務上の繰越欠損金 8,269百万円

その他 125百万円

繰延税金資産小計 9,015百万円

評価性引当額 △8,004百万円

繰延税金資産合計 1,010百万円

繰延税金資産の純額 1,010百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因となった主な項目別内訳 

  ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

住民税均等割 0.23

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.58

評価性引当額 △42.80

その他 0.45

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
△0.85

  ％

法定実効税率 40.69

（調整）  

住民税均等割 0.21

交際費等永久に損金に算入され

ない項目 
0.73

評価性引当額 △40.83

その他 △0.06

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
0.74



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額 50.18円

１株当たり当期純利益 16.88円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 12.21円

１株当たり純資産額 61.57円

１株当たり当期純利益 13.79円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目 
前事業年度 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり当期純利益     

当期純利益 2,579百万円 2,698百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 －百万円 

普通株式に係る当期純利益 2,579百万円 2,698百万円 

普通株式の期中平均株式数 152,785千株 195,780千株 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

当期純利益調整額 －百万円 －百万円 

普通株式増加数 58,532千株 －千株 

（内訳）優先株式 49,503千株 －千株 

（内訳）新株予約権付社債 9,028千株 －千株 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

 （注） 貸借対照表の投資その他の資産の「その他」（差入保証金）に計上しております。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱奥村組 285,000 166 

永大産業㈱ 502,000 157 

平和不動産㈱ 129,500 102 

㈱千葉銀行 61,000 54 

㈱武蔵野銀行 8,500 46 

関西国際空港㈱ 340 17 

不動産信用保証㈱ 1,500 15 

財形住宅金融㈱ 1 0 

小計 987,841 559 

計 987,841 559 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 
満期保有目的の

債券 

第268回利付国債 20 20 

小計 20 20 

計（注） 20 20 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 有形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 当期減少額の「その他」の欄は次のとおりであります。 

貸倒引当金   個別引当債権の回収等による取崩額 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 － － － 84 15 13 68 

器具備品 － － － 85 48 14 36 

有形固定資産計 － － － 170 64 28 105 

無形固定資産               

商標権 － － － 3 0 0 2 

ソフトウェア － － － 454 255 88 198 

電話加入権 － － － 6 － － 6 

無形固定資産計 － － － 464 256 88 208 

長期前払費用 0 － 0 0 0 0 0 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 192 130 8 3 311 

賞与引当金 160 230 160 － 230 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ）現金及び預金 

(ロ）売掛金 

(a）相手先別内訳 

 （注）１ 中高層住宅販売代金他 

２ 経営管理料 

３ 相手先は、不特定多数の一般顧客であり、金額も僅少のため、相手先別の記載は省略しております。 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

(ハ）販売用土地建物 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金の種類   

当座預金 6,603 

普通預金 1,100 

通知預金 880 

計 8,584 

合計 8,585 

相手先 金額（百万円） 

一般顧客（注）１，３ 1,246 

ニチモコミュニティ㈱（注）２ 6 

計 1,252 

期首残高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（ヵ月） 

(A) (B) (C) (D) 
(C)

× 100
(A) ＋ (B)

(A) ＋ (D) 
 ÷ (C) × 12

２ 

1,411 62,602 62,761 1,252 98.0 0.3 

内訳 金額（百万円） 

ルイシャトレ鳳ウェルグラン 他未引渡物件 4,742 



(ニ）開発用土地建物 

開発用土地建物に含まれている土地 

(ホ）現先貸付金 

内訳 金額（百万円） 

ルイシャトレ川口青木2 他仕掛中物件 51,223 

地域別 面積（㎡） 金額（百万円） 

東京都 20,251 20,539 

大阪府 23,732 5,392 

埼玉県 12,824 4,970 

神奈川県 7,856 4,768 

千葉県 10,559 2,520 

兵庫県 1,992 716 

奈良県 981 400 

京都府 251 322 

計 78,449 39,630 

区分 金額（百万円） 

野村證券㈱に対する買戻し条件付きの債券 4,389 



② 負債の部 

(イ）支払手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

(ロ）買掛金 

相手先 金額（百万円） 

㈱長谷工コーポレーション 5,172 

岩田地崎建設㈱ 1,986 

佐伯建設工業㈱ 1,475 

松井建設㈱ 637 

りんかい日産建設㈱ 383 

その他 1,555 

計 11,210 

決済期日 金額（百万円） 

平成19年９月 877 

平成19年10月 1,112 

平成19年11月 1,909 

平成19年12月 2,387 

平成20年１月 3,174 

平成20年２月 1,748 

計 11,210 

相手先 金額（百万円） 

㈱銭高組 1,396 

㈱森組 345 

りんかい日産建設㈱ 330 

㈱松尾工務店 223 

佐伯建設工業㈱ 172 

その他 806 

計 3,274 



(ハ）短期借入金 

(ニ）一年以内返済予定の長期借入金 

 次の(ホ）長期借入金に記載しております。 

(ホ）長期借入金 

 （注） （ ）内は内書であり、１年以内に返済予定のもので、貸借対照表では流動負債の部に計上しております。 

相手先 金額（百万円） 

㈱りそな銀行 20,006 

㈱泉州銀行 1,150 

㈱千葉興業銀行 600 

㈱武蔵野銀行 558 

㈱三菱東京UFJ銀行 505 

その他 325 

計 23,144 

相手先 金額（百万円） 

㈱関西アーバン銀行 3,796 （ 1,578） 

㈱横浜銀行 3,655 （ 2,455） 

㈱武蔵野銀行 2,651 （ 2,651） 

㈱三井住友銀行 2,183 （   800） 

中央三井信託銀行㈱ 1,838 （ 1,279） 

その他 11,337 （ 2,533） 

計 25,460 （11,296） 



(3）【その他】 

        該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  (注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 10月１日から９月30日まで 

定時株主総会 12月中 

基準日 ９月30日 

株券の種類 
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株式数を表示

した株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 全国各支社 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 全国各支社 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とします。ただし、事故その他やむを得な

い事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経

済新聞に掲載して行います。 

なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次

のとおりです。 

  http://www.nichimo.com 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及び

その添付書類 

事業年度 

（第52期） 

自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日 

平成18年12月22日 

近畿財務局長に提出。 

(2） 半期報告書 （第53期中）自 平成18年10月１日 

至 平成19年３月31日 

平成19年６月22日 

近畿財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年12月21日

ニチモ株式会社  

  取締役会 御中  

  恒栄監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 工藤 隆則  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 椿本 雅朗  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチモ 

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニチ

モ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年12月20日

ニチモ株式会社  

  取締役会 御中  

  恒栄監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 工藤 隆則  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 椿本 雅朗  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニチモ株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニチ

モ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年12月21日

ニチモ株式会社  

  取締役会 御中  

  恒栄監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 工藤 隆則  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 椿本 雅朗  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニチモ

株式会社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニチモ株

式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年12月20日

ニチモ株式会社  

  取締役会 御中  

  恒栄監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 工藤 隆則  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 椿本 雅朗  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニチモ株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニチモ株

式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 
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